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Ⅰ はじめに

近年，NPO，政府，企業という３つの異な

るセクターに属する組織間の協働の重要性がよ

うやく認識されはじめた。しかし，一部の先駆

的研究を除いて，NPO，政府，企業間の戦略

的協働の解明は，非営利組織論，経営学，政治

学等の研究分野において，ほとんど行われてこ

なかった。

われわれの研究の目的は，未解明でありなが

ら，20 世紀末から 21 世紀の世界において顕著

になってきた重要な社会現象である戦略的協働

を，理論的・実証的に解明し，戦略的協働に関

する包括的・統合的な理論モデルの構築と戦略

的協働に対する実践的指針を提示することであ

る。

この目的を達成するために，2004 年４月，

われわれは，非営利法人研究学会・東日本研究

部会を発足させた1）。研究部会のテーマは

「NPO，政府，企業間の戦略的協働」であり，

９つの戦略的協働の事例研究を通じて，戦略的

協働のプロセスの解明を試みてきた。われわれ

は現在，研究成果をまとめる最終的な段階にあ

る。

われわれは，事例研究に際しては，特定の明

確な概念と理論的枠組にもとづく分析によって

はじめて，分析結果から理論構築を行うことが

できると考えている2）。研究部会においても，

９つの戦略的協働を特定の概念や理論的枠組に

もとづいた分析を試みた。

われわれは，研究を開始するにあたって，戦

略的協働を解明するための理論的枠組として，

暫定的に「協働の窓モデル」（以下「第１次モ

デル」と表記）を提示した。そして，この第１

次モデルにもとづいて９つの戦略的協働の事例

分析を試みた3）。分析の結果，第１次モデルは

一定の有効性をもつことが明らかになった。し

かし同時に，第１次モデルには種々の課題が存

在することも明らかになった。

そこで本稿では，第１次モデルの提示に際し

ては必ずしも十分でなかった，（1）戦略的協働

の定義，（2）戦略的協働の生成と存在理由の解

明，および（3）先行研究の検討を試みる（Ⅱ節）。

その上で，第１次モデルを大幅に改定した「協

働の窓モデル」（第２次モデル）を提示すると

ともに（Ⅲ節），「協働の窓モデル」にもとづく

分析方法を説明する（Ⅳ節）。
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戦略的協働とは何か

小 島 廣 光・平 本 健 太

1）東日本研究部会は，小島廣光（北海道大学），平
本健太（北海道大学），畑山紀（札幌学院大学），
大原昌明（北星学園大学），樽見弘紀（北海学園
大学），菅原浩信（北海学園大学），横山恵子
（東海大学），相原基大（北海道大学），後藤祐一
（北海道大学大学院）の９名から構成されている。

2）同様の立場は，野中・加護野・小松・奥村・坂
下（1978），pp. 5-7。
3）第１次モデルについては，小島（2006）。第１次
モデルにもとづく研究論文として，菅原（2006），
相原・横山（2008），後藤（2008a, 2008b），小
島・平本・樽見・後藤（2008），小島・畑山・大
原・樽見・平本（2008），横山（2008）が発表さ
れ，９つの協働プロジェクトのうち，すでに７
事例が分析されている。



Ⅱ 戦略的協働の定義，存在理由，および先行

研究の検討

１．戦略的協働の定義

参加者が自らの能力を超えた「新たな社会的

価値の創造」に挑戦するには，さまざまな組織

的プロセスが考えられる4）。１つの組織的プロ

セスは，同一セクターに属する組織が相互に関

係を持つことはあっても，異なるセクターに属

する参加者との関係を一切持たないまま，社会

的価値の創造に挑戦するプロセスである。もう

１つの組織的プロセスは，３つの異なるセクター

に属する組織が完全に１つになった権限や能力

を通じて，社会的価値の創造に挑戦するプロセ

スである。

本研究の分析対象である戦略的協働は，上述

の２つの組織プロセスを両端とする連続体の，

両端を除くいずれかに位置する組織プロセスで

ある5）。すなわち，戦略的協働は，３つの異な

るセクターに属する組織が，相互の種々の差違

を理解しながらも，特定の課題の異なった側面

に注目しつつ，協調してプロジェクトを形成し，

実行する組織プロセスである6）。

以上の検討にもとづき，われわれは，戦略的

協働を「NPO，政府，企業という３つの異な

るセクターに属する組織が，単一もしくは２つ

のセクターの組織だけでは達成できない，社会

的ニーズの効果的な充足および多元的な社会的

価値の創造のために，協調して特定のプロジェ

クトを形成・実行するプロセス」と定義する。

２．戦略的協働の生成と存在理由

戦略的協働の生成と存在理由として，（1）契

約の失敗，（2）政府の失敗，（3）多元的な社会価

値の創造の３つが考えられる。このうち（1）の

契約の失敗と（2）の政府の失敗は経済理論によ

る説明であり，（3）の多元的な社会価値の創造

は政治学による説明である。

（1）契約の失敗

協働が生成し，存在する第１の理由は，市場

システムそれ自体に限界が内在するからである。

いわゆる「市場の失敗」と呼ばれるものである。

この「市場の失敗」を克服するメカニズムが政

府と NPOである。政府は，市場システムを通

じた提供が困難な社会サービスを提供する。他

方，NPOは，たとえ国民全体の支持が得られ

なくても，その組織成員が望む種類とレベルの

社会サービスを提供する。この「市場の失敗」

のなかには，ハンズマンによって指摘された

「契約の失敗」も含まれる7）。

社会サービスの取引において，企業（売り手）

は重要な情報を持っているものの，市民（買い

手）が重要な情報を持っていない状況がよくみ

られる。市民（買い手）は，このような情報の

非対称性を利用して不当に利潤を得ようとする

かもしれない企業（売り手）よりも，非分配制

約のある NPOを選択する傾向がある8）。企業

（売り手）は，この「契約の失敗」を克服する

ために，NPOや政府と協調しながら，すなわ

ち戦略的協働を展開しながら，効果的に市民

（買い手）に社会サービスを提供しようとする。

たとえば，企業によるコーズ・リレーテッド・

マーケティング，環境 NPOと企業のグリーン
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4）本研究では，特に断らない限り，「参加者」とは，
NPO，政府，企業等の「組織」および，後述さ
れる複数の「個人」である協働アクティビストを
指す。
5）Bryson, Crosby & Stone（2006）, p. 44.
6）Gray（1985）は，協働を「特定の問題に対して
異なる主体間で問題意識の相違を建設的に捉え
直し，それぞれの主体が単独では提示したり実
行したりできない解決策を探し求める過程」と
定義している。

7）Hansman（1980, 1987）, Salamon（1992）, pp.
6-7（訳書，pp. 21-22）.
8）「もし人々のうちで，少なくとも何人かが，非営
利というラベルは，品質の高さを証明すると信
じるならば，事業目的の非営利団体は，営利企
業との競争にもかかわらず，市場で相応の地位
を確立することが可能となろう」。 James &
Rose-Ackerman（1986）（訳書, p. 22）.



アライアンス等がそうである9）。

（2）政府の失敗

協働が生成し，存在する第２の理由は，上述

のように，社会サービスの提供者としての政府

には限界があるからである。これは一般に「政

府の失敗」と呼ばれる。政府が行動を起こすた

めには，国民大多数の理解が必要である。この

ため政府による「市場の失敗」の克服はしばし

ば困難になる10）。また，国民の大多数が支持す

るような社会サービスの場合でも，政府の行動

には，対応の遅さや官僚的な反応がつきまと

う11）。小さな政府の推奨や，NPOセクターや

企業セクターの長所を賞揚するイデオロギーに

もとづくこうした政府への批判は，政府の規制

緩和，民営化，予算削減等のうねりとなり，

NPOが社会サービスを提供できる諸制度の制

定につながっていく12）。こうして，NPO，政府，

企業を参加者とする協働が数多く形成され，実

行されるようになった。

（3）多元的な社会的価値の創造

NPO，政府，企業が参加者である協働は，

民主主義国家において非常に重要とされる多元

的な社会的価値を創造するために大きな役割を

果たす。事実，欧米における重要な社会改革の

ほとんどは，戦略的協働を通じて実現されてき

た13）。たとえば，地球環境の保全対策や対人地

雷廃絶を目指した協働は，その典型としてあげ

られる14）。

同様の事例は，わが国でもみられる。たとえ

ば，シーズ（NPO），経済企画庁（政府），経

団連（企業），国会議員等を参加者とする NPO

法の制定15）や，われわれが分析対象としている

９つの協働プロジェクト（Ⅳ節１項）等があげ

られる。

いうまでもないが，NPO，政府，企業間の

協働によって，取り組んでいる社会的課題の全

てが解決されるわけではない。協働は決して万

能薬ではないのである。現実に，社会的課題が

協働によってうまく解決されない場合がある。

また，協働による解決が別の問題を惹起する場

合もある。

NPO，政府，企業が，このような諸要素が

相互に密接に関連している大きな社会的課題の

解決に，協調して効果的に対応することは，大

きな挑戦である16）。

３．先行研究の検討17）

（1）グレイらの研究

グレイは，従来から協働の形成プロセスを解

明するための研究を積極的に展開してきた18）。

彼女らは，協働の形成を外部環境の不確実性，

さまざまな危機，あるいは複雑性に対する反応

として捉え，分析を進めている。具体的には，

競争環境や制度環境が，協働に対していかなる

影響を及ぼすかを検討するために，教育団体
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9）Smith, Stebbins and Dover（2006）.
10）Weisbrods（1977）.
11）Salamon（1992）, pp. 6-7（訳書，pp. 21-22）.
12）Bryson, Crosby & Stone（2006）, p. 4.
13）Salamon（1992）, pp. 6-7（訳書，pp. 21-22）.
14）Lober（1997）．
15）Kingdom（1995）の政策の窓モデルを改訂した
「改定・政策の窓モデル」にもとづく NPO法の
制定過程の解明に関しては，小島（2003）。

16）Bryson, Crosby & Stone（2006）, pp. 44-45.
17）２つないし３つの異なるセクターに属する組織
間の協働に関しては，Logston（1991）, Fleisher
（1991）, Westley & Vredenburg（1991）, Reitan
（1998）, Cavanagh, et al.（1999）, Clarke＆ Roo-
me（1999）, Austin（2000），Huxham ＆ Vangen
（2000a,2000b,2005）, Stafford, Polonsky & Hart-
man（2000）, Human & Provan（2000）, Osbor-
ne（ed.）（2000）, Birkerhoff & Birkerhoff（2001）,
佐々木（2001, 2005），Drucker（2002）, Vigoda-
Gadot（2003）, Wymer & Samu（eds.）（2003）,
横 山（2003）, Shaw（2003）, Donahue（2004）,
Jackson（2004）, Chao & Acaer（2005）, Bryce
（2005）, Kettl（2006）, Bryson, Crossby & Stone
（2006）, Koontz & Thomas（2006）, McGuire
（2006）, Waugh ＆ Streib（2006）, Cooper, Bryer
＆Meek（2006）, King（2007）, Edomond（2007）,
Gulati（2007）, Crooper, Ebers, Huxham & Ring
（eds.）（2008）. また，後藤（2009）は協働に関す
る理論的研究を概観している。

18）Gray（1985,1989），Wood and Gray（1991）.



（NPO），州政府，衣料企業の３つによる協働

の事例研究を試みている19）。彼女らは，これら

３つによる協働を形成と維持の２つのフェイズ

に区分し，各フェイズにおいて，競争環境と制

度環境とがいかなる影響を与えるかについての

分析を試みている。

分析の結果，彼女らは，競争環境と制度環境

が，それぞれのフェイズにおいて協働の促進要

因であると同時に，抑制要因でもある点を指摘

している。また，協働はコンテクストと共進化

するダイナミックな現象である点も指摘してい

る。

彼女らは，「環境変化に適応するためには，

協働が再編される必要がある」等の仮説を提示

している。さらに，組織間の協働においては，

協働の形成と維持の双方のフェイズにおいて，

促進要因と抑制要因がともに変化するため，よ

り動態的な適応に関する説明を取り入れる必要

があると指摘している。

（2）ローバーの研究

ローバーは，グレイらの協働形成プロセスの

一連の分析は不十分であると捉えている。そこ

で彼は，協働プロジェクトの１つであるペーパー

タスクフォースの事例研究を試みることによっ

て，グレイらの説明の不十分さを補おうとし

た20）。

1990 年から 1991 年にかけて，環境防衛基金

（NPO）とマクドナルドは，紙のゴミを減らす

協働プロジェクトであるペーパータスクフォー

スを積極的に展開してきた。ローバーは，環境

防衛基金とマクドナルドが，このペーパータス

クフォースが「なぜ」そして「どのように」し

て形成されるのかを解明しようと参与観察を試

みた。観察の結果，ローバーは，グレイらより

もより説得的かつ明瞭な説明を行っている。し

かし，ペーパータスクフォースを分析するため

に自らが提示した「協働形成モデル」には，後

述される５つの不十分な点があり，彼の説明は
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19）Sharfman, Gray & Yan（1991）.

図１ 協働形成モデルと協働の窓モデルの射程

注１）協働形成モデルは網掛けの５つのプロセスを，他方，協働の窓モデルは７つの全てのプロセスを
分析対象としている。

注２）協働の窓モデルにおける活動の展開は，⑤，⑥，⑦の３つのプロセスから成り立っている。

20）Lober（1997）.



必ずしも成功していない。

図１に示されるように，一般に，協働の形成

（左側の楕円）と実行（右側の楕円）のプロセ

スは，①参加者の特定化と協働の場の設定，

②問題の認識・定義にもとづくアジェンダの設

定，③複数の多様な解決策の生成・特定化，

④組織のやる気の発揮，⑤活動，⑥諸解決策の

選択による協働の正式な決定・正当化，⑦正式

に決定・正当化された協働の実行の７つのプロ

セスから成り立っている。

これら７つのプロセスのうち，左側の楕円の

中の①，②，③，④，⑤の５つのプロセスのい

ずれが時間的に先行するかは，協働ごとに異な

る。また，全部で７つのプロセスのうちのある

プロセスの成功は，他の残りのプロセスの成功

を必ずしも意味しない。たとえば，ある協働は，

正式に決定・正当化されても（プロセス⑥），

必ず成功裡に実行されるわけではない21）（プロ

セス⑦）。

ローバーの協働形成モデルは，図１の①，②，

③，⑤，⑥の５つのプロセスを分析対象にして

いる。具体的には，次の６つの疑問の解明を目

指している。（1）いかにして参加者は特定され，

協働の場は設定されるのか22）。（2）いかにして

問題は認識・定義されるのか。（3）いかにして

解決策は生成・特定化されるのか。（4）いかに

して参加者はやる気を発揮するのか。（5）いか

にして社会・政治・経済的出来事は，問題，解

決策，組織のやる気と関わって生成するのか。

（6）いかにして社会・政治・経済的出来事は，

問題，解決策および組織のやる気と結び付くの

か23）。従来，これら６つの疑問は，不十分にし

か答えられてこなかった24）。

ローバーの協働形成モデルは，彼が提示に際

して参考にしたキングダンの「政策の窓モデル」

と同様に，「アジェンダの設定」と「解決策の

生成・特定化」のプロセスを理解するために，

ゴミ箱モデルの考え方を採用している。その際，

諸概念を研究目的に合うよう改定し，必要に応

じて独自の概念が追加されている。協働形成モ

デルは，ゴミ箱モデルとは若干異なるが，基本

的な論理構造は同じである。

キングダンの「政策の窓モデル」（政策形成

（ ）2009.３ 戦略的協働とは何か 小島・平本 159 683

21）「政策形成」に関する Kingdon（1995: pp. 2-3）
の記述を「戦略的協働」に適合するよう記述を
改定している。これ以降も同様であり，改定さ
れた記述には，それぞれ Kingdon（1995, pp. 2-
3）のような注を付している。政策形成を分析す
るための理論的枠組に関しては， Allison
（1971）, 宮川（1995），Miyakawa（ed.）（1999a,
1999b, 2000）, Biggs & Helms（2007）, Fischer,
Gerld & Sidney（eds.）（2007）。

図２ 協働形成モデルの概念図

出所：Lober（1997）, p. 8.

22）ただし，後述するように，ローバーの協働形成
モデルでは，参加者の特定化と協働の場の設定
は，明示的には考慮されていない。

23）Kingdon（1995）, p. xi.
24）ibid., p. 3.



モデル）の３つの流れ，すなわち，問題の流れ，

政策の流れ，政治の流れは，ローバーの協働形

成モデルの中にも，上述のように，若干修正さ

れて採用されている。確かに，ペーパータスク

フォースの仕事は，公共政策の形成（政策形成）

ではない。しかし，形成される協働は，たとえ

自発的（ボランタリー）で市場ベースのアプロー

チであっても，参加者である NPOと企業の行

動を規定するという意味で，形成される公共政

策と何ら異なるものではない25）。

ローバーの協働形成モデルにおける組織のや

る気とは，「組織が，自らの目標設定やマネジ

メントに際して，特定の社会的な問題を自発的

に考慮しようとする意向」を指している。たと

えば，このペーパータスクフォースの事例にお

ける組織のやる気は，当該組織による環境への

関心の増大，ステイクホルダー（環境団体，紙

のバイヤー，パルプ企業，製紙企業，政府）に

よる環境への対応，紙パルプ産業の資本支出サ

イクルの段階，塩素を使わない製造工程の開発

のような産業固有の趨勢やその変化を含んでい

る26）。組織のやる気の窓は，問題の窓と解決策

の窓と同様に，協働の形成に大きな影響を及ぼ

す27）。

協働形成モデルは，プロセスの構造とパター

ンの発見を意図している。このモデルでは，協

働形成システムを「組織化された無秩序」とみ

なす。ただし，その強調点は「無秩序」よりも

むしろ「組織化された」の部分にある。この点

でゴミ箱モデルとは若干異なる。しかし，①問

題のある選好，②不明確な技術，③流動的な参

加の３つの一般的特徴を認める点は，ゴミ箱モ

デルと同様である28）。

協働システムにおいては，４つの独自のパター

ンを持った独立の流れがある。これらの流れは

上から順に，問題の流れ，解決策の流れ，組織

のやる気の流れ，社会・政治・経済の流れの４

つであり，いずれも左から右に流れており，決

定的な時点に１つに合流し，協働の窓が開く。

この協働の窓とは，参加者のうちでも特に重

要な参加者である協働企業家が，特定の問題を

注目させたり，自ら得意な解決策をおし進めた

り，あるいは，特定の組織のやる気を発揮させ

たりする好機を指している。協働の窓の開放は，

それ自体では，必ずしも協働の形成には至らな

い。すなわち，協働の窓の開放は，協働が形成

される束の間の好機を生み出す可能性を生じさ

せるに過ぎない。問題および解決策が正式に決

定・正当化され，協働が形成されるためには，

協働企業家の存在が不可欠である。協働企業家

は，問題，解決策，組織のやる気，社会・政治・

経済の４つを結びつけ１つのパッケージを構成

しようとする。

協働形成モデルの構成概念とペーパータスク

フォースの具体的事実との対応関係は，次のよ

うになる。「問題」は，紙の製造工程を通じて

高まった環境負荷の認識である。「解決策」は，

紙の製造工程を清潔にし，リサイクルされた紙

原料を利用する連邦政府の新しい政策案である。

「組織のやる気」は，環境に優しい紙製造技術

の開発と結び付いた環境成果を改善しようとす

る企業のやる気である。「社会・政治・経済」

は，米国内での環境保護団体への市民の支持の

高まりと，欧州における塩素を含まない紙に対

する需要である。

参加者のうちでも特に重要な協働企業家であ

る環境防衛基金は，４つの流れの合流にともな

い，問題，解決策，組織のやる気，社会・政治・

経済の４つを結び付けた。

しかし，上述のローバーの協働形成モデルの

場合，４つの流れ，窓の開閉，協働の形成の間

の関係について，説得的な説明がなされていな

い。図２に示される，「４つの流れが１時点で
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25）Lober（1997）, p. 8.
26）ibid., p. 13.
27）ibid., p. 8.
28）小島（2003），p. 17。ゴミ箱モデルの特徴と適用
例については，Cohen，March ＆ Olsen（1972,
1976）, March ＆ Olsen（1976）, March ＆
Ｗeissinger-Baylon（1986）, Mucciaroni（1992,
1995）。



合流する。その合流の結果として，協働の窓が

開く。その協働の窓が開いた結果として，協働

が形成される」という説明は理解しづらい。

彼の説明によれば，４つの流れの合流は協働

の窓を開放させ，協働の窓の開放は協働を形成

させることになる。しかしながら，上述のとお

り，協働の窓の開放は，協働が形成される束の

間の好機を生み出すに過ぎない。むしろ明らか

にすべきは，いかなる条件の下で窓が開放する

のか，また，窓の開放の後，いかなる条件の下

で協働が形成されるかという点である。

加えて，次の３点で不十分である。それら３

点とは，①協働の場が明示的に考慮されていな

いこと，②活動の展開（協働の実行）が考慮さ

れていないこと，③問題，解決策，組織のやる

気，活動のそれぞれのストックが考慮されてい

ないことである（表２）。

こうした協働形成モデルの不十分さのために，

上述のように，ローバーは，ペーパータスクフォー

スの協働の説明に必ずしも成功していない。

（3）タカハシ＆スマトニーの研究

タカハシ＆スマトニーは，ローバーの協働形

成モデルの拡張を試み，次の２点を明らかにし

ている。（1）社会・政治・経済が変化した場合，

協働プロジェクトはこれらの変化にほとんど適

応できない。（2）協働プロジェクトが適応でき

るか否かは，①協働の窓の構造，②協働企業家

の役割，③最初に形成されたガバナンス構造の

３つに規定される29）。

彼女らによって分析された協働プロジェクト

は，HIV Wellness Collaborative（以下「H

WCプロジェクト」と略記）である。この協働

プロジェクトは，米国カリフォルニア州オレン

ジ郡の HIV感染者および AIDS患者に対して

治療サービスを提供することを目的として形成

された。参加者は，３つの小規模なコミュニティ

組織（Laguna Shanti と Delhi Community

Centerの２つの NPO と企業である LPSS），

オレンジ郡ヘルスケア局（政府），California

Endowment（助成財団），参与観察者としての

タカハシとスマトニーの２人の研究者であ

る30）。

彼女らによれば，協働が形成されるためには，

「問題，解決策，組織のやる気，社会・政治・

経済の４つの流れが合流し協働の窓が開く」と

ともに，協働企業家が協働の窓の開放を認識し，

適切な参加者を結び付けることが必要である。

さらに，最初に形成されたガバナンス構造は，

協働の窓を特徴づける条件および協働企業家に

適合したものである必要がある。しかし，

（1）最初に形成されたガバナンス構造は容易に

は変化せず，（2）協働の窓が閉じた場合，協働

の窓を特徴づけてきた条件は変化するという２

つの理由から，「HIV感染者および AIDS患者

への治療サービスを提供する協働プロジェクト

は，短期的に崩壊する芽を自らの中に抱え込ん

でいる」。

タカハシ＆スマトニーは，以上の仮説を検証

するために，HWCプロジェクトの参与観察を

試みた。検証に際しては，協働の形成から崩壊

までの全期間の活動が分析されている。協働の

形成プロセスだけでなく協働の実行プロセスを

も分析するために，ローバーの協働形成モデル

では取りあげられなかった，①協働ガバナンス

と②協働マネジャーの２つの概念が追加されて

いる。

①の協働ガバナンスとは，協働を導き，操作

する合目的手段であると定義され，特定の組織

的取り決めおよび活動を指している。協働ガバ

ナンスは，協働の外部との諸関係（アジェンダ

における複数の問題の優先順位の決定，参加者

の選択，資金調達・評価・会計責任の尺度の開

発を含む）に焦点を合わせた活動である。他方，

マネジメントは，協働とプログラム（共有され

たビジョンや目標に参加者を適合させる）の実

行に関連する活動である。
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29）Takahashi & Smutny（2001）. 30）ibid., pp. 144-145.



②の協働マネジャーの主要な機能は，（1）参

加者間のコンフリクトを調整し，協働プロジェ

クトと，時間につれて変化する参加者の責任を

管理するとともに，協働プロジェクトが直面す

る予期せざる出来事に反応すること，および

（2）協働しようとする参加者を結び付けること

である。HWCプロジェクトの場合，協働アク

ティビスト１名と協働マネジャー１名が存在

した。

しかし，協働の窓を開いた社会・政治・経済

の流れが変化し，HWCプロジェクトは短期間

に崩壊した。崩壊の理由は，協働マネジャーが，

HWCプロジェクトのような大規模な協働のガ

バナンスを展開できるだけの，十分なスキルを

持っていなかったからである。

彼女らの参与観察をともなうHWCプロジェ

クトの分析の結果，上述の仮説「HIV感染者

および AIDS 患者への治療サービスを提供す

る協働プロジェクトは，短期的に崩壊する芽を

自らの中に抱え込んでいる」は，概ね支持され

た31）。さらに，彼女らによれば，小規模コミュ

ニティ組織は，次第に積極的に協働を展開する

ようになった。既存の研究は，「小規模コミュ

ニティ組織は，その柔軟な組織構造と適応能力

のために，有効に協働を展開できる。しかし同

時に，この協働の参加者は，他のグループとの

協働の実行を経験しておらず，重大なコンフリ

クトを引き起こす可能性を持っている」ことを

示唆していた。他方，小規模コミュニティ組織

の協働である HWC プロジェクトを分析した

彼女らの研究は，「きびしい組織間コンフリク

トは存在するものの，協働を通じて有効なプロ

グラムや成果を生み出すことができる」という

予期せざる結果を析出している。

Ⅲ 協働の窓モデルの提示

１．協働の窓モデルの概要

Ⅱ節の検討および第１次モデルを用いた分析

結果にもとづいて，「協働の窓モデル」（第２次

モデル）を提示する。はじめに「協働の窓モデ

ル」の概要を説明する。本稿の 180 ページの図

５は「協働の窓モデル」の概念図であり，172

ページの図３と 174 ページの図４は，それぞれ

概念図の一部をより詳細に示した図である。以

下，これら３つの図を利用しながら説明する。

協働システムにおいては，上から順に問題の

流れ，解決策の流れ，活動の流れ，組織のやる

気の流れの４つの独立した流れがある。いずれ

の流れも，左から右へ時間の経過とともに流れ

ている。これらの４つの流れは，普通の時点あ

るいは決定的な時点に，協働の窓が開くことに

よって合流する。

この協働の窓とは，「参加者のうちでも特に

重要な参加者である協働アクティビストが，

①特定の問題を他の参加者に注目させたり，

②自らが得意とする解決策をおし進めたり，あ

るいは，③特定の組織のやる気を発揮させたり

する好機」を指している。協働の窓には，問題

の窓，解決策の窓，組織のやる気の窓の３種類

がある。この点を考慮して，このモデルは「協

働の窓モデル」と命名された32）。
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31）Takahashi & Smutny（2001）, pp. 150-151.
32）Lober（1997）の論文タイトルは，“Explaining
the Formation of Business-Environmentalist

Collaborations: Collaborative Windows and
the Paper Task Force”であり，論文の中で自
らの提示したモデルを‘collaboration forming
model’（協働形成モデル）と呼んでいる。われ
われの研究では，‘policy windows’のメタファー
を用いた Kingdon（1995）の「政策の窓モデル」
と Lober（1997）の「協働形成モデル」を参考に
しつつも，２つのモデルを大幅に改訂したモデ
ルを提示するとともに，このモデルを｢協働の窓
モデル｣と命名した。なお，キングダンの政策研
究に関しては，Kingdon（1993, 1994,1995）。
「政策の窓モデル」の特徴や適用例については，
Zahriadis（1992, 1995a, 1995b, 1996, 1999）,
Zahriadis ＆ Allen（1995）。



172 ページの図３に示すように，問題，解決

策，組織のやる気の３つの場合と，活動の場合

では，それぞれが生成し，活動の流れの中でそ

れらが浮遊する経路が大きく異なっている。

問題，解決策，組織のやる気の３つの場合は，

さらに次の２通りの経路に分かれる。

（1）協働の窓が開くのを契機に，３つの流れ

の中にある協働の場で，問題，解決策，組織の

やる気のそれぞれが生成する。こうして生成し

た問題，解決策，組織のやる気は，それぞれ開

いた協働の窓を通って，活動の流れの中に入っ

て浮遊する。

（2）３つの流れの外にある協働の場で，問題，

解決策，組織のやる気のそれぞれが生成し，協

働アクティビストを含む参加者が，各流れの中

に問題，解決策，組織のやる気のそれぞれを投

げ込む。

この（2）で投げ込まれた問題，解決策，組織

のやる気は，各流れにおいて，①当期に開いて

いる協働の窓がある場合には，その窓を通って，

活動の流れの中に入って浮遊する。しかし，

②当期に開いている協働の窓がない場合には，

生成した各流れの中で，そのまま浮遊する。

他方，活動は，活動の流れの中にある協働の

場で生成し，そのまま活動の流れの中で浮遊す

る。

174 ページの図４に示されるように，活動の

流れの中を浮遊している問題のリストであるア

ジェンダ，解決策のリストである諸解決策，組

織のやる気のセットである組織のやる気状況，

活動のセットである活動状況の４つの全てが，

協働アクティビストが相互に結び付けるのに十

分な内容を備えている場合がある。この場合，

１つのパッケージが構成され，特定のアジェン

ダと諸解決策が正式に決定・正当化される。こ

うして決定・正当化された協働，すなわち実現

された協働が参加者によって本格的に実行され

る。

一方，活動の流れの中を浮遊しているアジェ

ンダ，諸解決策，組織のやる気状況，活動状況

の４つのうち，少なくとも１つが，協働アクティ

ビストが相互に結び付けるのに十分な内容を備

えていない場合もある。このような場合，１つ

のパッケージが構成されず，特定のアジェンダ

と諸解決策が，正式に決定・正当化されず，協

働は実現しない。

われわれの共同研究グループ（非営利法人研

究学会・東日本部会）は，戦略的協働の事例と

して９つの協働プロジェクトを取りあげた。こ

れら協働プロジェクトは，いずれも前史（第１

期），形成期（第２期），実現期（第３期），展

開期（第４期）の４期間に区分され，年代記分

析にもとづいて解析される。

図５の１番上に示されるように，最初の前史

（第１期）は，NPO，政府，企業（以下「３つ

の参加者」として略記されることがある）のう

ちの，一部もしくは全ての参加者が，特定の協

働プロジェクトを開始するための準備を行って

いる期間を指している。

次の形成期（第２期）は，３つの参加者のう

ちの一部もしくは全部の参加者が，特定の協働

プロジェクトを開始した期間である。しかし，

アジェンダ，諸解決策，組織のやる気状況，活

動状況の４つは，部分的にしか結び付いておら

ず，協働プロジェクトが正式に決定・正当化さ

れないまま，部分的に実行されている期間を指

している。

３つ目の実現期（第３期）は，形成期を経て，

アジェンダ，諸解決策，活動状況，組織のやる

気状況の４つが完全に結び付き，協働プロジェ

クトが正式に決定・正当化される期間，すなわ

ち協働が実現する期間を指している。

最後の展開期（第４期）は，実現期（第３期）

の終わりに，正式に決定・正当化された協働プ

ロジェクトを３つの参加者が本格的に実行して

いる期間を指している。この展開期には，また，

既存の協働プロジェクトの改良や修正がなされ

たり，協働プロジェクトが隣接する他の問題領

域に波及したり，新たな協働プロジェクトが展

開されたり，既存のプロジェクトが発展的に解
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消されることもある。

協働の窓モデルの導出に際しては，特に①キ

ングダンの政策の窓モデル，Ⅱ節の３項で検討

した②グレイらの研究，③ローバーの協働形成

モデル，④タカハシ＆スマトニーの研究，⑤野

中・竹内によって提示された「組織的知識創造

モデル」の５つを参考にした33）。このうち，①，

②，③，④のモデルないし研究の内容は，「協

働の窓モデル」の骨格として継承されている。

以下では，⑤の組織的知識創造モデルに限定

して，ごく簡単に説明する。組織的知識創造モ

デルは，協働プロセスを直接に分析対象とする

ものではない34）。しかし，組織的知識創造モデ

ルでは，単一組織における知識のかたまりであ

るイノベーションの形成プロセスが，極めて能

動的な知識創造プロセスとして捉えられている。

このイノベーションを能動的な知識創造プロセ

スとして捉えている点が，①，②，③，④のモ

デルないし研究とは，決定的に異なっている。

組織的知識創造モデルは，①SECIモデル35），

②知識創造を促進するナレッジ・アクティビス

ト，③知識創造のコンテクストとしての場，

④知識資産の４つの要素から構成されている。

これら４つの要素が相互作用することによって，

組織的知識創造が展開される36）。

NPO，政府，企業間の協働における解決策

も知識の塊である。したがって，協働は知識を

創造するプロセスそのものと考えることができ

る。こうした視点に立てば，組織的知識創造モ

デルの構成概念の一部を，協働プロセスの解明

に適用することは有益である。

そこで，協働の窓モデルにおいては，組織的

知識創造モデルの②の知識創造を促進するナレッ

ジ・アクティビストに対応する概念として「協

働アクティビスト」，③の知識創造のコンテク

ストとしての場に対応する概念として，「協働

の場」，④の知識資産に対応する概念として，

問題のリストである「アジェンダ」，解決策の

リストである「諸解決策」，組織のやる気のセッ

トである「組織のやる気状況」，活動のセット

である「活動状況」の４つが，それぞれ取りあ

げられ，分析される。

２．参加者，協働の場および協働の窓

まず，協働の参加者は誰で，なぜ特定の参加

者がアジェンダの設定，解決策の特定化，組織

のやる気の発揮，活動の展開に影響を及ぼすか
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33）組織的知識創造モデルの基本的前提は，次の４
つである。（1）知識とは「正当化された真なる信
念（belief）である」と定義される。知識は，思
索や実践を通じて自らのものになっている情報
であり，単なるデータや情報の集計ではない。
（2）知識は，言葉や文章で表すことが困難で主観
的な「暗黙知」と，言葉や文章で表現できる客
観的な「形式知」の２つのタイプに分けられる。
（3）人間の創造活動において，両者は互いに作用
し合い，形式知は暗黙知へ，暗黙知は形式知に
変換される。（4）組織の知は，暗黙知と形式知と
いう異なったタイプの知，そして異なった内容
の知識を持った個人が相互に作用し合うことに
よって創造される［野中（1990）, Nonaka &
Takeuchi（1995）, 野中・梅本（2001）］。
34）野中・大串（2003）は，Bhaskar（1993）の弁
証法を用いて，組織的知識創造モデルを単一組
織ではなく，政策形成システムの現象解明に適
用する野心的試みに挑戦している。
35）注 33）の４つの前提にもとづけば，「知識変換」
と呼ぶ４つの知識創造の様式が考えられる。第
１は，個々人の暗黙知（思い）を共通体験を通
じて，互いに共感し合う共同化（socialization）
である。第２は，その共通の暗黙知から明示的
な言葉や図で表現された形式知としてのコンセ
プトを創造する表出化（externalization）である。
第３は，既存の形式知と新しい形式知を組み合わ

せ体系的な形式知を創造する連結化（combina-
tion）である。第４は，その体系的な形式知を実
際に体験することによって身に付け，自らの暗
黙知となる内面化（internalization）である。組
織の知は，これら４つの様式をめぐるダイナミッ
クなスパイラルによって創造される。この組織
的知識創造のプロセス・モデルは，４つの様式
の頭文字をとって「SECI モデル」と呼ばれる
［野中（1990）, Nonaka & Takeuchi（1995）,
野中・梅本（2001）］。

36）①SECIモデル，②知識創造を促進するナレッジ・
アクティビスト，③知識創造のコンテクストと
しての場，④知識資産の４つの要素の相互関係
に関しては，Nonaka, Toyama & Konno（2001）。



について説明する。

（1）参加者

協働の３つの参加者である NPO，政府，企

業の誘因と動機づけについて説明する。

1）参加者の誘因

NPO NPOが協働に参加する誘因は次の６

つである。（1）特定の問題に対する社会の関心

を高めることができる。（2）NPOの成員の満足

度を向上できる。（3）他の参加者との相互作用

を高めることができる。（4）他組織の財務的資

源や人的資源にアクセスできる。（5）協働プロ

グラムの有効性を高めることができる。

（6）NPO自体のイメージを向上できる。

政府 政府が協働に参加する誘因は次の７つ

である。（1）将来の直接的な規制の必要性を削

減できる。（2）政府内の人的資源の必要性を削

減できる。（3）公共政策の自由度と弾力性を高

めるができる。（4）政策の実行を加速できる。

（5）新規の公共政策を実験できる。（6）公共政策

の形成に関して，企業と情報交換ができる。

（7）国内企業の国際競争力を保護できる。

企業 企業が協働に参加する誘因は次の５つ

である。（1）他の参加者から情報，技術的支援，

財務的支援等を受けられる。（2）操業コスト，

規制されるコスト，管理コスト，将来の遵法コ

スト等を削減できる。（3）顧客，ビジネス・パー

トナー，投資家等へ訴求できる（戦略的マーケ

ティング）。（4）自社の文化に適合した「なすべ

き正しいこと」ができる。（5）社会的に高い企

業評価が受けられる37）。

2）参加者の動機づけ

Ⅱ節の２項で述べたように，戦略的協働の生

成と存在理由の一般的説明だけでは，参加者の

動機づけを十分捉えることはできない。次の４

つの要因は，全ての参加者の動機づけ要因であ

る。参加者は自ら協働することにより，次の利

益を得ることができる。（1）協働の問題をより

良く理解できる。（2）創造的かつコストの低い

解決策を採用できる。（3）協働することにより

対立を回避できる。（4）他の参加者の成果に対

する関心を認識できる。

一例として，環境防衛基金（NPO），マクド

ナルド，ジョンソン＆ジョンソン，タイム，プ

ルーデンシャル，ネーションズ・バンク，デュー

ク大学の７つの参加者から成る協働であるペー

パータスクフォースを取りあげ，検討する。

マクドナルド等の企業が協働に参加した理由

は，①独自に学習するよりも多くのことが学習

できること，②参加する複数の企業が，共通の

目標と言語によって支え合い，協働にともなう

リスクを低めることができることの２点である。

一方，NPOである環境防衛基金は，多くの企

業との協働に参加した理由は，①自らの視点と

は異なる多様な視点を獲得できること，②協働

プロジェクトに参加することで，環境防衛基金

に対する社会の信頼性を高めることができるこ

との２点である38）。

3）協働アクティビスト

協働アクティビストとは，「自らが賛成する

協働の将来の見返りを期待して，自らの資源

（注目，関与，時間，エネルギー等）を進んで

投じることで，協働の形成と実行に影響を及ぼ

そうとする参加者である39）」。彼らは，①特定

の問題についての関心，②協働プロジェクトの

形成・実行や達成による称賛等の自己利益の追

求，③特定の社会的価値の創造や増大，④協働

プロジェクトに参加すること自体の喜びの４つ

の組み合せによって動機づけられる。

協働アクティビストは，後述するように，一

般に次のような場合に観察される。すなわち，

①特定の問題ないしアジェンダの重要性を認識

させようとする場合，②自らが得意とする解決

策をおし進める場合，③特定の参加者である組

織のやる気を発揮させる場合，④アジェンダ，

諸解決策，組織のやる気状況，活動状況の４つ
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37）Lober（1997）.

38）ibid., pp. 14-17.
39）Kingdon（1995）, pp. 122-124.



を結び付け，１つのパッケージを構成しようと

する場合，⑤協働の場を設定する場合，⑥協働

の実行をリードする場合の６つである40）。

（2）協働の窓

協働の窓とは，上述のように，「参加者のう

ちでも特に重要な協働アクティビストが，①特

定の問題を他の参加者に注目させたり，②自ら

が得意とする解決策をおし進めたり，あるいは

③特定の組織のやる気を発揮させたりする好機」

を指している。この協働の窓には，問題の窓，

解決策の窓，組織のやる気の窓の３種類がある。

協働の窓が開くのを契機に，問題の流れ，解

決策の流れ，組織のやる気の流れのそれぞれの

中にある協働の場で，問題，解決策，組織のや

る気が生成する。こうして生成した問題，解決

策，組織のやる気は，開いた協働の窓を通って，

活動の流れの中に入って浮遊する。

問題の窓，解決策の窓，組織のやる気の窓の

３つは，いずれも活動の流れに向かって開く窓

である。したがって，３つの窓は，生成した問

題，解決策，組織のやる気を介して，相互に関

連し合う。たとえば，（1）問題の窓が開くこと

を契機に生成した問題は，開いた問題の窓を通っ

て，活動の流れの中に入り浮遊する。協働アク

ティビストは，活動の流れの中で，その問題に

適合した解決策，組織のやる気，活動を探索す

る。

（2）解決策の窓が開くことを契機に，新たな

解決策が生成する。この解決策は，開いた解決

策の窓を通って，活動の流れの中に入り浮遊す

る。協働アクティビストは，活動の流れの中で，

この解決策に適合するような組織のやる気や活

動を探索する。組織のやる気や活動を削ぐよう

な解決策は，たとえ問題に対する論理的に完全

な解決策であったとしても，採用されない。

（3）組織のやる気の窓が開くことを契機に生

成した新しい組織のやる気は，活動の流れの中

に入り浮遊する。協働アクティビストは，活動

の流れの中で，その組織のやる気に適合した解

決策，他の組織のやる気，活動を探索する。い

くつかの問題や解決策が注目される好機を生み

出したり，他の問題や他の解決策が注目される

好機の芽を摘んだりすることもある41）。

協働アクティビストは，自らの問題と解決策

をすぐ提示したり，組織のやる気をすぐ発揮さ

せたり，活動をすぐ展開させたりできるよう準

備しながら，これら協働の窓が開くのをじっと

待っている。

（3）協働の場

ローバーの協働形成モデルにおいて，協働の

窓は，「いつ」協働が形成され実行されるかを

解明するために有用な概念として提示された。

他方，「どこで」協働が形成され実現されるか

を解明するために有用な概念である「協働の場」

は，協働形成モデルでは考慮されていない。

協働の場とは，「協働の形成と実行のために

特定の参加者によって共有されたコンテクスト」

として定義され，情報を解釈し，対象の中に意

味を見出す際の基礎となる。情報は，協働の場

において解釈され，協働に関する解決策に統合

される。さらに協働の場において，組織のやる

気が発揮され，活動が展開されるとともに，決

定・正当化された問題と解決策が実行される。

これら協働の場には，物理的な空間だけでなく，

心理的な空間や ITによる時空間を超えた仮想

空間等も含まれる42）。

この協働の場は，①参加者が問題を認識・定

義する場合，②参加者が解決策を生成・特定化

する場合，③参加者である組織がやる気を発揮

する場合，④参加者が活動を展開する場合の４

つの場合に有効である。特定の協働の場は，こ

れら４つのうち，いずれか１つの場合に限って

有効なこともある。また，２つ，３つあるいは

４つ全ての場合において有効なこともある。
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41）ibid., pp. 165-170.
42）Krogh, Ichijo & Nonaka（2000）, クロー・一
條・野中（2001），野中・梅本（2001）, pp. 5-7.40）Kingdon（1995）, pp. 127-131.



さらに協働の場は，①参加者の出会い，②コ

ミュニティ，支援スタッフ，研究者等の巻き込

み，③民主的で開かれたガバナンス等の促進要

因（イネイブラー），あるいは制約要因にもなる。

以上説明してきた（1）協働の参加者の特定化

と（2）協働の場の設定は，一般にいわれる「協

働の構造とガバナンス」にあたる。この協働の

構造とガバナンスをいかに形成し，実行するか

が，協働の成果に大きな影響を及ぼす43）。

３．アジェンダの設定と解決策の特定化

協働の窓モデルにおけるアジェンダとは，

「NPO，政府，企業の参加者が，ある特定の時

期に真剣に注目している問題のリスト」44）であ

る。たとえば，「パシフィック・ミュージック・

フェスティバル（PMF）の開催」，「霧多布湿

原の環境保全」，「世界の地中にある１億個の地

雷除去」，「日本人による国際緊急援助」，「ノン

フロン冷蔵庫の開発と市場導入」は，いずれも

アジェンダである。

アジェンダを構成する問題とは，「参加者が

注目しているテーマ」である。一例として，

PMFの協働プロジェクトを取りあげる。アジェ

ンダである「パシフィック・ミュージック・フェ

スティバルの開催」は次の４つの問題のリスト

である。４つの問題とは，「太平洋地域の若手

音楽家の教育」，「北海道の音楽文化の醸成」，

「草の根レベルの国際交流」，「北海道の観光事

業の振興」である。

アジェンダの設定は，参加者がその時機に真

剣に注目している問題を定義するプロセスであ

る。そして「解決策の生成・特定化」は，さま

ざまな解決策の中から実行可能な少数の解決策

に絞り込むプロセスである。

アジェンダの中で，どの問題がより真剣に注

目されるのか，すなわち「アジェンダにおける

優先順位」や「他の解決策と比べた場合の特定

の解決策の重視度」は，次の２つの要因によっ

て決まる45）。

第１の要因は，協働の参加者と協働の場の組

み合せである。より具体的には，（1）協働の参

加者は誰で，なぜ参加者がアジェンダや解決策

に影響を及ぼすのか，（2）参加者のうちでも特

に重要な役割を果たす協働アクティビストは誰

で，彼らがいかなる活動を展開するのか，

（3）いかなる協働の場が設定されているのか，

等に関わっている。

第２の要因は，特定の参加者が影響を及ぼす

「アジェンダの設定」と「解決策の生成・特定

化」のプロセスである。そのプロセスは，問題

の流れ，解決策の流れ，組織のやる気の流れ，

活動の流れの４つから成り立っている。参加者

は，問題を認識・定義し，協働に関する解決策

を生成・特定化し，組織のやる気を発揮し，協

働の実行である活動を展開する。その際，特定

の参加者が常に特定のプロセスに関わるわけで

はなく，参加者とプロセスとは概念上は区別さ

れる。

（1）アジェンダの設定（問題の流れ）

なぜ参加者が，特定の問題ないしアジェンダ

に注目するのかを考える際には，次の２点が重

要である。

第１は，参加者がいかなる手段によって，条

件について学習するのかという点である。第２

は，参加者がいかなる方法によって，従来は所

与の条件としていたことを新たに問題として認

識・定義し，これらの問題のリストであるアジェ

ンダを設定するのかという点である46）。
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43）構造は，組織論において高度に発達した概念で
あり，典型的には，①目標，②専門化，③分業，
④ルール・標準業務手続，⑤権限関係などの要
素を含んでいる。協働に関する文献においては，
構造はガバナンスほどには関心を惹かない。そ
の理由は，協働の研究者は公式的な配置である
組織（organization）よりもプロセスとしての組
織化（organizing）をより強調するからである
［Bryson, Crosby & Stone（2006），pp. 48-49］。
44）Cohen, March & Olsen（1976）, p. 26.

45）Kingdon（1995）, pp. 3-4, pp. 196-197.



1）条件について学習する手段

NPO，政府，企業の参加者が条件について

学習する手段としては，①衝撃的出来事，②イ

ンディケータ，③フィードバックの３つのメカ

ニズムがある。以下これら３つのメカニズムに

ついて説明する。

参加者は，①の衝撃的出来事（たとえば，災

害，危機，個人的経験，有力な象徴的事実等）

を契機に，条件について学習する。衝撃的出来

事によって，参加者は条件に注目するようにな

る。これら衝撃的出来事は，それを強化する事

前の認識，信頼できるインディケータ，あるい

は他の類似の出来事と組み合わせられることで，

参加者が条件を学習する手段としての重要性を

一層高める。

参加者は，②のインディケータ（たとえば，

新型インフルエンザの罹患者数や失業率など）

を用いて条件の厳しさを評価するとともに，条

件の変化を識別する。他方，政府機関，非政府

機関や大学の研究者は，特定の時期に特定の調

査研究を試み，その結果をインディケータとし

て発表する。これらインディケータを通じて，

参加者は条件に注目するようになる。

参加者は，③のフィードバックにより，現状

に関する情報を収集したり，目標の達成程度を

示す情報を得たり，予期せざる結果が起こる可

能性を予測する。

参加者によって設定されるアジェンダもあれ

ば，消え去るアジェンダもある。特定のアジェ

ンダが消え去る理由は，次の５つである。第１

に，参加者がアジェンダに取り組むことで，曲

がりなりにもアジェンダが解決されるからであ

る。第２に，アジェンダを浮き彫りにする条件

が変化することで，アジェンダが目立たなくな

るからである。第３に，参加者は，ある条件に

慣れたり，アジェンダのレッテルを貼り替える

からである。第４に，別の意思決定項目が出現

し，当該アジェンダの優先順位が下がるからで

ある。第５に，参加者の関心が周期的に変化す

ることで，アジェンダへの注目が消失するから

である。

2）条件が新たに問題として定義される方法

一般に全ての条件が問題とみなされる訳では

ない。条件と問題との間には差異が存在する。

参加者が何かを変更すべきであると確信する場

合，特定の条件は問題として定義され，設定さ

れるアジェンダを構成する。

参加者は次の３つの方法で，条件を問題とし

て定義する。第１に，重要な価値を侵害する条

件を問題に変換する。第２に，他の国や他の関

連組織との比較の結果として，条件を問題に変

換する。第３に，条件を特定のカテゴリーに分

類することにより，その条件を特定の種類の問

題として定義する。

問題の認識は，アジェンダの設定にとって重

要である。ある特定の問題がアジェンダを構成

する可能性は，その問題と解決策が結び付く場

合，非常に高くなる。問題が緊急を要するとみ

なされる場合，それらの問題は単独でもアジェ

ンダを構成する。

問題を解決しようとすることが，参加者が解

決策を生成・特定化する唯一の動機ではない。

問題を解決しようとする動機とは異なる動機が，

参加者の行動を促進する場合もある。NPOは，

自らの存在を示す方策を常に考えている。政府

（省庁や自治体の部局）は，自らの仕事の維持

や縄張りの拡張につながるような発議を試みる。

そして企業は，自らの短期的あるいは長期的な

利潤を最優先に考える。

支配的な価値が変化する結果，新たな問題が

認識・定義されることもある。企業による圧力
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46）キングダンは，条件と問題の相違について次の
ように述べている。「われわれは，日々悪天候，
不可避で手に負えない疫病，貧困，狂信的行為
等のあらゆる種類の「条件」に耐えている。わ
れわれが問題について何かをなすべきであると
信じるようになった場合，条件は問題として定
義される。問題は単に条件でもなければ，外部
の出来事でもない。問題は認知され解釈された
要素を含んでいる」［Kingdon（1995）, pp. 113-
114, pp. 197-199］。



行動や別の選好の表明は，問題が解決につなが

るか否かは別としても，参加者の問題に対する

注目度を上げる。

協働の窓モデルでは，問題に関しては，①当

期に新たに認識・定義された「問題」と，

②「問題」のリストである「アジェンダ」の双

方を分析の対象とする。

（2）解決策の特定化（解決策の流れ）

解決策は，協働の場の中で生成・特定化され，

絞り込まれる。この解決策の生成・特定化には，

後述の融和が不可欠である。

1）政策の原始スープ

理論的には，解決策は無限に存在する。「政

策の原始スープ」47）の考え方によれば，さまざ

まな解決策が，種々の協働の場の中で生成・特

定化される。そのプロセスは，進化論的であり，

解決策のいくつかが存続し，積極的に受容され

る選択プロセスである。したがって，解決策の

起源は必ずしも重要ではない。重要なことは，

解決策が絶えず相互に衝突し，決定・正当化可

能なほどに洗練される場合に生じる，突然変異

（全く新しい形態の出現）と再結合（既に熟知

している要素をまとめること）のプロセスであ

る。

解決策は，「政策の原始スープ」の中を比較

的自由に浮遊する。しかし，協働アクティビス

トは，そのプロセスを全く自由に変動するまま

にはしない。彼らは，自らが得意とする解決策

に関する議論を開始するだけでなく，多くのさ

まざまな協働の場で解決策を売り込もうとする。

さらに解決策が生成・特定化される場合，彼ら

は，慣性に支配されて変化に抵抗しがちなさま

ざまな参加者と協働の場の双方を融和しようす

る48）。

2）解決策の存続規準

解決策が絞り込まれる際の規準について説明

する。解決策の絞り込みには，特定の協働の場

における専門家が関与している。解決策が生成・

特定化される場合，専門家で構成される協働の

場は，解決策の最終選抜候補リストを生み出す。

上述の選択プロセスを通じて，いくつかの解決

策が生成・特定化され，融和のプロセスを経た

後も残り，解決策の存続規準をほぼ満たしたも

のが最終的に残る。この解決策の存続規準とし

ては，次の４つがあげられる。

第１に，解決策は，よく工夫され実行可能な

もの，すなわち，技術的実行可能性が高いもの

でなければならない。

第２に，解決策が生成・特定化される場合，

解決策は，協働の場の専門家の価値に照らして

受容可能なものでなければならない。

第３に，解決策を実行した時のコストは，許

容範囲内に収まるものでなければならない。コ

ストが許容範囲を超える解決策は検討されない。

第４に，解決策は，参加者や一般市民の黙認

が得られるものでなければならない。

当然，以上４つの規準を満たす解決策の存続

可能性は高い49）。

3）融和の重要性

融和（softening-up）とは，「解決策が生成・

特定化される場合に，協働アクティビストが協

働の場と参加者に対して，新しい解決策を馴染

ませ，自らが得意とする解決策を受容させよう

とするプロセスである」50）。キングダンは，こ

の融和の重要性を次のような興味ある比喩によっ

て指摘している。

「変革を主張する人々は，大きい波を待ってい

るサーファーに似ている。サーファーは，大き

な波に乗る沖まで泳ぎ出て，しかるべきタイミ

ングで大きな波を捉え，サーフボードの上で立
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47）ibid., pp. 116-144. 本稿では「政策」（policy）
と「解決策」（solution）を同義語として扱って
いる。
48）ibid., pp. 121-127.

49）ibid., pp. 131-139, pp. 200-201.
50）ibid., pp. 127-131.



ち上がる準備をしていなければならない。大き

な波が来る時に準備をしていなければ，そのサー

ファーは大きな波に乗る気はないとみなされ

る51）」。

協働アクティビストが成功するための資質と

して，①人の言い分を聞く能力，②政治的関係

作りと交渉術に優れていること，③粘り強さの

３つがある。この３つの資質は，協働システム

を融和するプロセスにおいて重要である。

サーファーの比喩が示すように，協働アクティ

ビストは，犬かきで泳ぐ準備をしている必要が

ある。彼は，自らの感覚を研ぎすまし，波に乗

る準備と統制不能な力を利用する準備をしてい

る必要がある。いつ協働の窓が開くかは予想で

きない。したがって，協働アクティビストは，

協働の窓が開くのに先立って，自らの問題，解

決策および専門能力を準備している必要があ

る52）。

問題の事前の検討と協働システムの融和がな

されていない場合，協働アクティビストは，開

いた協働の窓を利用することができない。準備

をしている協働アクティビストは，いかなる波

がやって来ようとも，波に乗ることができ，い

かなる危機も好機として捉えることができる53）。

4）解決策の流れの中での合意形成

全ての専門家が同意するただ１つの解決策が

存在する場合もあるし，存在しない場合もある。

しかし，少なくとも１組の際立った解決策が

「政策の原始スープ」の表面まで浮かび上がっ

た時，その解決策が決定・正当化のための解決

策となる。解決策が生成・特定化される場合，

協働の場の中では，「拡散」と「受容」の原則

にもとづいて，バンドワゴン効果に似た現象が

しばしば生じる。特定の解決策が次第に人気を

博するような場合，協働の参加者は「認識が広

まっている」，「興奮が高まっている」，「皆が関

心を抱き，議論に夢中になっている」，「結論が

近付いている」と判断する54）。

長期間にわたる十分な融和のプロセスは「協

働の変化」にとって決定的に重要である。協働

の窓が開く以前に，解決策が準備のプロセスを

十分に経験していない場合，真剣に検討される

機会は看過されがちである。解決策を広めたり

洗練する仕事は，短期的には実を結ばないとし

ても，決して無駄ではない。実際，解決策が適

切な場合，真剣に検討されるためには，融和は

非常に重要である。

解決策の流れの中では，合意は主に「説得」

と「普及」のプロセスを通じて形成される55）。

ある解決策が上述の４つの規準を満たし存続す

る場合，その解決策は協働の場の中で普及する。

参加者は，インディケータに注目し，特定の条

件を問題として定義しようとする。あるいは

「自らが得意とする解決策は，技術的実現可能

性の規準や協働の場の専門家の価値との整合性

の規準を満たしている」と主張する。

協働の窓モデルでは，解決策に関しては，

①当期に新たに生成・特定化された「解決策」

と，②「解決策」のリストである「諸解決策」

の双方を分析の対象とする。
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51）Kingdon（1995）, p. 165.
52）ibid., pp. 142-143, p. 165. ライトが大統領の
アジェンダ研究の中で述べているように，「利用
可能な政策案」をもったテーマ（問題）は，ア
ジェンダにおける高い順位を獲得する。一方，
それと同じ価値を持ったテーマ（問題）でも，
存続可能で準備が整った政策案を持たない場合，
アジェンダから締め出されてしまう［Light
（1982）, pp. 147-149］。
53）Kingdon（1995）, pp. 181-182.

54）ある程度の意見の拡がりの後に離陸点がやって
くる。この離陸のプロセスは，シェリングの「ティッ
ピング・モデル」に類似している。このモデル
は，地域における人種のミックスの変化のプロ
セスを記述するモデルである。少数民族の家族
が，従来は白人のみの地域に次から次へと移動
して行き，遂にはティッピング・ポイントに到
達する。そのティッピング・ポイントを超える
と，その地域は急速に少数民族の家族ばかりに
なり， ごく少数の白人が住む地域に変わる
［Schelling（1978）, pp. 99-102］。
55）説得の方法については，John（2002）。



４．組織のやる気の発揮と活動の展開

（1）組織のやる気の発揮（組織のやる気の流れ）

「組織のやる気」における「組織」とは，N

PO，政府，企業の３つのうちの，いずれか１

つまたは２つ，もしくは全部の組織であり，協

働の成果に重要な影響を及ぼす参加者である。

特定の「組織」は，協働によっては，NPOの

場合もあるし，政府の場合もあるし，あるいは

企業の場合もある。

組織のやる気とは，上述のように，「組織が，

自らの目標設定やマネジメントに際して，特定

の社会的な問題を自発的に考慮しようとする意

向」を指している56）。たとえば今日，製紙企業

は，事業活動の意思決定に際して，地球環境問

題を自発的に考慮しようとする意向を以前にも

増して持つようになった。製紙企業のやる気は，

資本支出サイクルや技術革新のような製紙産業

に固有の動向や変化を反映している。

組織のやる気の窓が開くことは，問題の窓と

解決策の窓が開くのと同様に，協働の実現を促

進する重要な要因の１つである。

従来，協働の分析においては，「組織のやる

気」は必ずしも考慮されてこなかった。しかし

「組織のやる気」は，問題，解決策，活動と結

び付く重要な要因であり，協働の分析にとって

不可欠の変数である57）。

協働の窓モデルでは，「組織のやる気」に関

しては，①当期に新たに発揮された「組織のや

る気」と，②「組織のやる気」のセットである

「組織のやる気状況」の双方を分析の対象とす

る。

（2）活動の展開（活動の流れ）

協働プロセスは，すでに説明した図１に示さ

れるように，①参加者の特定化と協働の場の設

定，②問題の認識・定義にもとづくアジェンダ

の設定，③複数の多様な解決策の生成・特定化，

④組織のやる気の発揮，⑤活動，⑥解決策の選

択による協働の正式な決定・正当化，⑦正式に

決定・正当化された協働の実行の７つのプロセ

スから成り立っている。これら７つのプロセス

は，（1）協働の形成と（2）協働の実行の２つに大

別される（なお⑥の決定・正当化のプロセスは

両方に属する）。

公共政策の形成と実行の場合とは異なり，協

働プロセスの場合，次の３つの理由から，

（1）の協働の形成と（2）の協働の実行の２つは分

けて考えることができない58）。

第１に，⑥の協働の決定・正当化が，⑤の活

動に常に時間的に先行するとは限らないからで

ある。⑥の解決策の選択による協働の決定・正

当化がなされないまま，⑤の活動が展開される

ことも決してまれではない。
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56）Lober（1997）, p. 1, p. 8, p. 12, p. 18.
57）バーナードは，協働体系としての組織を構成す
る３要素の１つとして「協働意欲」を取りあげ，
次のように述べている。「定義上，人間をはなれ
て組織はありえない。しかし，組織を構成する
ものとして扱うべきは人間ではなく，人々の用
役，行為，行動，または影響力であるというこ
とを強く主張してきたから，協働体系に対して
努力を貢献しようとする人々の意欲が不可欠な
ものであることは明らかである」［Barnard
（1938），p. 84（訳書，p. 87）］。バーナードが分
析対象とした協働体系としての組織においては，
参加者は人間であり，本研究が対象にしている
戦略的協働においては，参加者は原則として組
織である。確かに，協働体系としての組織と参
加者が組織の戦略的協働においては，分析対象
は異なっているが，それぞれの参加者のやる気
が重要であることは共通している。

58）戦略的協働の場合とは異なり，公共政策の場合
には，政策案（協働の解決策に対応する）の形
成・決定のプロセスと政策の実行（協働の実行
に対応する）のプロセスは，次の２つの理由か
ら，分かち得るものである。第１に，時間的に，
政策案の形成・決定は，政策の実行に先行する。
第２に，政策案の形成・決定の参加者と政策の
実行の参加者とは，原則として異なる。米国に
おいては，政策案の形成・決定を担う参加者は
議会であり，政策の実行を担う参加者は政府で
ある。したがって，公共政策の形成・決定を分
析するためのキングダンの政策の窓モデルの射
程が，時間的に政策の実行に先行する政策案の
形成・決定のプロセスに限定されていることは，
十分意味のあることである。



第２に，⑥の協働の決定・正当化を担当する

参加者と，⑦の協働の実行を担当する参加者は，

原則として同一であるからである。

第３に，協働の場合には，「協働の前史」が

存在するのが一般的であるからである。すなわ

ち，ある新規の協働の実行（図１の⑦の正式に

決定・正当化された協働の実行）がなされる場

合，その活動（⑦の協働の実行）に先行する協

働の実行（図１の⑤の活動）が，単一もしくは

複数の参加者によって展開されていることは，

決してまれではない。さらに，この「④の活動」

の展開は，「⑦の協働の実行」の先例の役割を

果し，「⑦の協働の実行」の展開に大きな影響

を及ぼす。

タカハシ＆スマトニーは，協働の形成だけで

なく協働の実行も分析するために，①協働ガバ

ナンスと②協働マネジャーの２つの概念を提示

している59）。このうち①の協働ガバナンスとは，

「協働を導き，操作する合目的手段」であると

定義され，特定の組織的取決めおよび活動であ

る。協働ガバナンスは，協働の外部との諸関係

（アジェンダにおける問題の優先順位の決定，

参加者の選択，資金調達，評価および会計責任

の尺度の開発を含む）に焦点を合わせた活動で

ある。他方，マネジメントは，協働の内部の関

係とプログラム（共有されたビジョンや目標に

適合した参加者を揃える）の実行に関連する活

動である。

以上のように定義される協働ガバナンスは，

すでに述べたように，上掲の図１の「①参加者

の特定化と協働の場の設定」プロセスに該当す

る。そこで協働の窓モデルでは，新たな概念で
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図３ 問題，解決策，組織のやる気，活動の生成とパッケージの構成・非構成のフロー・チャート

問題，解決策，
組織のやる気の
場合

59）Takahashi & Smutny（2002）.



ある①の協働ガバナンスを別個に独立のものと

して取り扱うことはしない。

②の協働マネジャーの主要な機能は，参加者

間のコンフリクトを調整し，協働プロジェクト

と参加者を管理するとともに，協働プロジェク

トが直面する予期せざる難題に反応することで

ある。したがって，協働期間中は，協働アクティ

ビストとは異なった参加者や人々が担っている。

上述の HWCプロジェクトの場合，協働ア

クティビストと協働マネジャーは１人ずつ存在

した。しかし，協働の窓を開いた出来事が変化

し，この協働プロジェクトは短期間に崩壊した。

崩壊した理由として，協働マネジャーが，大規

模な補助金の受給をともなう協働プロジェクト

をガバナンスする十分なスキルを持っていなかっ

たことがあげられている。

過去に協働ガバナンスを経験し，必要な一定

のスキルを持った協働マネジャーであれば，協

働の窓が閉じた際に，変化に対応するために最

初の協働ガバナンスの構造を変化させることが

できたかもしれない。しかし，経験のない協働

マネジャーにとって，最初の協働のガバナンス

の構造の慣性を克服することは容易ではなかっ

た。

以上の検討から明らかなように，協働マネジャー

の役割は，協働アクティビストの役割と類似し

ている部分が少なくない。そこで協働の窓モデ

ルでは，協働アクティビストに加えて，あえて

新たな概念である協働マネジャーを別個に独立

のものとして取りあげることはしない。

協働の窓モデルでは，展開される活動に関し

ては，①活動，②活動のセットである活動状況，

③新たな協働の実現の３つを分析の対象とする。

５．４要素の生成，パッケージの構成（協働

の決定・正当化），窓の開放および協働

アクティビスト

（1）問題，解決策，組織のやる気および活動

の生成

協働システムには，上述のように，問題の流

れ，解決策の流れ，組織のやる気の流れ，活動

の流れの４つがそれぞれ独自のパターンをもっ

て流れている。これら４つの流れの中で，問題，

解決策，組織のやる気，活動は，それぞれ次の

ように生成し，浮遊する。

なお，協働の窓モデルでは，ひとたび４つの

流れの中の場で生成したり，あるいは流れの外

の協働の場で生成し，流れの中に投げ込まれた

問題，解決策，組織のやる気，活動は，①流れ

の中で消滅したり，②流れの底に沈み参加者の

視界から消え去ること等は想定されていない。

図３の左側の問題，解決策，組織のやる気の

３つの場合と，右側の活動の場合では，活動の

流れの中で浮遊するまでの経路は，大きく異なっ

ている。

左側の問題，解決策，組織のやる気の場合は，

次の２通りの経路がある。

（1）協働の窓が開くのを契機に，３つの流れ

の中にある協働の場で，問題，解決策，組織の

やる気が，それぞれ生成する。こうして生成し

た問題，解決策，組織のやる気は，それぞれ開

いた協働の窓を通って，活動の流れの中に入っ

て浮遊する。

（2）３つの各流れの外にある協働の場で，問

題，解決策，組織のやる気が，それぞれ生成し，

協働アクティビストを含む参加者が，各流れの

中に問題，解決策，組織のやる気のそれぞれを

投げ込む。

この（2）で投げ込まれた問題，解決策，組織

のやる気は，各流れにおいて，①当期に開いて

いる協働の窓がある場合には，その窓を通って

活動の流れの中に入って浮遊する。しかし，

②当期に開いている協働の窓がない場合には，

生成した各流れの中でそのまま浮遊する。

一方，図３の右側の活動は，活動の流れの中

にある協働の場で生成し，そのまま活動の流れ

の中で浮遊する。

（2）パッケージの構成によるアジェンダと諸

解決策の決定・正当化

活動の流れの中を浮遊している問題のリスト
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であるアジェンダ，解決策のリストである諸解

決策，組織のやる気のセットである組織のやる

気状況，活動のセットである活動状況のパッケー

ジの構成と，それにともなう協働の実現につい

ては，図４を用いて説明する。

活動の流れの中を浮遊しているアジェンダ，

諸解決策，組織のやる気状況，活動状況の４つ

全てが，協働アクティビストが相互に結び付け

るのに十分な内容を備えている場合がある。こ

のような場合，１つのパッケージが構成され，

特定のアジェンダと諸解決策が正式に決定・正

当化され，協働が実現する。

他方，活動の流れの中を浮遊しているアジェ

ンダ，諸解決策，組織のやる気状況，活動状況

の４つのうち，少なくとも１つが，協働アクティ

ビストが相互に結び付けるのに不十分な内容し

か備えていない場合がある。このような場合，

１つのパッケージが構成されず，特定のアジェ

ンダと諸解決策が正式に決定・正当化されず，

協働が実現しない60）。

協働アクティビストが４つを相互に結び付け，

１つのパッケージが構成するまでの途中のいく

つかの時点で，次のような部分的なパッケージ

が構成されていることがある。たとえば，

（1）アジェンダと諸解決策は，相互に結び付い

ているが，活動状況と組織のやる気状況がその

結び付きを受容しない。（2）組織のやる気状況

と活動状況は，諸解決策と結び付いているが，

参加者は緊急にアジェンダが解決されるとは思っ

ていない。（3）アジェンダ，組織のやる気状況，

活動状況はともに，新たな具体的な行動を求め

ているが，採用すべき有効な諸解決策が存在し

ない。このような部分的なパッケージしか構成

されない場合，特定のアジェンダと諸解決策は，

正式に決定・正当化されない。

（3）協働の窓の開放

協働の窓が開いている場合，協働システムは，

多くの問題と解決策を抱え込むことになる。参

加者，とりわけ協働アクティビストが，十分な

資源（注目，関与，時間，エネルギー等）を投

じる場合，組織のやる気が発揮され，活動が展

開され，問題のいくつかが解決される。他の問

題や解決策は活動の流れの中に入っていても，

十分な資源が投じられないために，組織のやる
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図４ パッケージの構成・非構成，アジェンダと諸解決策の決定・正当化および協働の実現

60）Kingdon（1995）, pp. 165-179.



気が発揮されず，活動が展開されず，浮遊して

いるままである。

1）認知，推測，誤った推測

ここまでは，いつ協働の窓が開くかを，確実

に予想できるかのように説明してきた。しかし，

窓の開閉プロセスを主体的かつ能動的に操作し

たいと考える協働アクティビストにとって，現

実はそれほど単純ではない。

協働の窓のいくつかの客観的な特徴をあげる

ことはできる。しかし，協働の窓は，協働アク

ティビストを含む参加者の認識の中に存在する

ものである。参加者は，協働の窓の開閉を認知

し，その将来の開閉の可能性を推定する。その

際，しばしば誤った認知や推定をする。仮に認

知が正しいとしても，人間の本性は元来複雑で

あり，不透明である。このため，現在，協働の

窓が開いているのか，将来，開くのかに関して，

参加者の間でも意見が分かれる場合がしばしば

起きる61）。

協働の窓は，予想通りに開くこともまれには

あるが，全く予期せずに開くのが一般的である。

予想が可能か不可能かにかかわらず，協働の窓

が開いているのは，後述する理由から，短い期

間で，かつまれである。好機は到来するが，す

ぐまた過ぎ去っていく。協働の窓は，決して長

期間にわたって開放状態が継続するわけではな

い。

したがって，この短期間しか開放しない窓を

利用するためには，迅速な対応が必要である62）。

まさに「鉄は熱いうちに打て」という古い諺が

あてはまる。

2）まれにしか開かない窓と窓が閉じる理由

協働の窓がまれにしか開かない理由としては，

次の３つがあげられる。第１に，協働システム

の参加者の時間や処理能力には限度があるから

である。たとえば，特定の時期に検討される解

決策の数には限りがある。第２に，参加者が戦

略的な配慮をする場合，特定の時期に検討され

る問題の数には限りがあるからである。参加者

は，有限の資源のストックしか持っておらず，

全ての問題に，同時にその資源のストックを使

う訳にはいかない。第３に，参加者が１つの問

題に集中する場合，必然的に他の問題は注目さ

れなくなるからである。

他方，協働の窓が閉じる理由としては，次の

５つがあげられる。第１に，参加者が意思決定

を通じて問題を片づけたと感じる時には，窓は

閉じるからである。第２に，参加者が行動を起

こすことに失敗するかもしれないからである。

参加者はひとたび失敗すると，再度試みる気持

ちをなくすからである。第３に，問題の認識・

定義につながった危機や衝撃的出来事，解決策

の生成・特定化につながった優れた提案，組織

のやる気の発揮につながった画期的出来事のそ

れぞれの影響は，消滅するからである。出来事

の影響は本来，短期的なものである。第４に，

担当者の交替が窓を開けた場合，その担当者も

やがて交替するからである。第５に，アジェン

ダ，諸解決策，組織のやる気状況，活動状況の

４つのうち，少なくとも１つが協働アクティビ

ストによって結び付けられるのに十分な内容を

備えていないため，４つが１つのパッケージを

構成しないうちに，協働の窓が閉じるからであ

る。窓が閉じた場合，協働アクティビストは，

別の窓が開くのを待たなければならない。

協働の窓がまれにしか開かず，かつ開いてい

る時間も短いからこそ，協働アクティビストは，

アジェンダ，諸解決策，組織のやる気状況，活

動状況の４つを，迅速かつ能動的に結び付ける

必要性がある63）。

（ ）2009.３ 戦略的協働とは何か 小島・平本 175 699

61）協働の窓は，協働アクティビストを含む参加者
の認識の中で，開いたり，閉じたりするものと
して捉えられる。しかし，現実的には，協働の
窓は，協働アクティビストを含む参加者が主体
的・能動的に｢こじ開ける｣ものとして捉えるの
がより適切であろう。
62）ibid., pp. 170-172. ダウンズの「問題－注目の循
環」も，好機が存在する場合の速やかな行動の
重要性を示唆している［Downs（1972）］。

63）Kingdon（1995）, pp. 186-190.



（4）協働アクティビストの役割

協働アクティビストは，上述のように，一般

に次の６つの場合に観察される。

1）特定の問題ないしアジェンダの重要性を

認識させようとする

協働アクティビストは，次のような方法で，

特定の問題が認識・定義されることを促進する。

（1）新聞発表，国会・地方議会での証言，演説

等によってインディケータの変化を強調する。

（2）重要な参加者に直に面接し，彼らの個人的

な経験と問題とを結び付ける。（3）協働システ

ムの参加者への手紙の送付，訪問，抗議活動等

の手段により，特定の参加者の今期の業績を知

らせる。

2）自らが得意とする解決策をおし進める

協働アクティビストは，融和のプロセスにお

ける中心人物である。アクティビストは，自ら

の解決策に関する文章を執筆し，セミナーや講

演の場を活用して解決策を説明し，メディアに

取りあげてもらえるよう努力する。また，解決

策をおし進めるために役立つならば，誰であれ

積極的に面会する。彼らは，自らの解決策がで

きるだけ多くの人々の目に触れるよう努力する。

そして，人々の反応にもとづいて自らの解決策

を改訂し，再び公表する。彼らは，協働システ

ムの参加者で構成される「協働の場」における

融和を目指している。このため彼らは，日頃か

ら「協働の場」の参加者と良好な関係を維持し

ている。

3）特定の参加者である組織のやる気を発揮

させる

新規の参加者が協働システムに参入した場合，

あるいは既存の参加者が新たな活動プログラム

を開始した場合，組織のやる気の窓が開き，参

加者のやる気は高まる。協働アクティビストは

まず，協働プロジェクトの進展にあわせて，各

参加者のやる気の高低を認識する必要がある。

次に，やる気の高い参加者には一層の発揮を，

やる気の低い参加者にはやる気を高めるための

新たな活動プログラムを提示する必要がある。

4）アジェンダ，諸解決策，組織のやる気状

況，活動状況の４つを結び付け，１つの

パッケージを構成する

協働アクティビストは，①アジェンダと諸解

決策，②アジェンダと組織のやる気状況，③ア

ジェンダと活動状況，④諸解決策と組織のやる

気状況，⑤諸解決策と活動状況，⑥組織のやる

気状況と活動状況等の２つ，さらには３つを相

互に結び付け，最終的に，アジェンダ，諸解決

策，組織のやる気状況，活動状況の４つから成

る１つのパッケージを構成しようと努力する64）。

5）協働の場を設定する

NPO，政府，企業という３つの異なるセク

ターに属する参加者は，協働を異なったものと

して捉え，独自の支配的論理（協働の捉え方）

にもとづいて，さまざまな活動を展開する。協

働アクティビストは，これら参加者が相互作用

するためのさまざまな協働の場を設定し，協働

を促進する。この協働の場は，協働アクティビ

ストによって新たに設定されることもあるし，

既に存在していることもある。いずれにしても，

協働の場は不可欠である。

6）協働の実行をリードする

協働アクティビストは，前史，形成期，実現

期の３期において活動を，そして展開期におい

て「実現された協働」の実行をそれぞれ積極的
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64）Kingdon（1995）, pp. 179-183. 資源を動員す
るリーダーの重要性を強調する社会運動に関す
る「資源動員」パースペクティブについては，
MaCarthy & Zald（1977）。キングダンの政策
の窓モデルにおける「政策企業家」，クロー・一
條・野中（2001）の組織的知識創造モデルにお
ける「ナレッジ・アクティビスト」，協働の窓モ
デルにおける「協働アクティビスト」は，いず
れも類似の概念である．ただし，協働の窓モデ
ルの「協働アクティビスト」は，政策の窓モデ
ルの「政策企業家」よりも主体的かつ能動的な
役割を担っていることを想定している（表１ 協
働形成モデルと協働の窓モデルの比較）．近年の
アメリカ政治における「政治企業家」（political
entrepreneur）の重要性については，Fowler（19
94）。社会変革のための草の根のアクティビスト
の具体的戦略については，Shaw（1996）。



にリードする。

協働アクティビストの職業は，NPOの成員，

官僚，企業の成員，市民活動家，政治家，ジャー

ナリスト，研究者など多様である。いかなるタ

イプの参加者も，協働アクティビストになるこ

とが可能である65）。彼らは，協働の場を主体的

に設定する。同時に，その主体的に設定された

協働の場で，①アイディアマン，②支援するコー

チ，③正当化を図るステーツマンの３つの役割

を能動的に果たす。

多くの協働プロジェクトにおいて，アジェン

ダを設定し，諸解決策を生成・特定化し，組織

のやる気を発揮させ，活動を展開させ，協働の

決定・正当化を図る際に，中心的役割を果たし

ている１人もしくは多くても２，３人の協働ア

クティビストが観察される66）。

協働アクティビストは，優秀なアンテナを持

ち，協働の窓を正確に読み取り，適切な時に行

動できる人物である。彼らはアジェンダ，諸解

決策，組織のやる気状況，活動状況の４つを，

絶えず結び付け切り離し，あるいは，別の方法

で結び付けようとする。４つが１つのパッケー

ジを構成した場合，特定の問題ないしアジェン

ダが劇的かつ突然に設定され，最終的に決定・

正当化される。

協働アクティビストが成功するための資質と

しては，①人の言い分を聞く能力，②政治的関

係作りと交渉術に優れていること，③粘り強さ

の３つがあげられる。このうち③の粘り強さは，

成功する協働アクティビストの最も重要な資質

である。優れた協働アクティビストの多くが，

専門能力と政治的スキルを有している。同時に，

真の粘り強さがあってはじめて，成果をあげる

ことができるのである。こうした協働アクティ

ビストは，多くの人々と対話し，活動計画書を

作成し，重要な人々に手紙を書き，審議会等で

陳述する67）。

６．協働の成果

戦略的協働の成果としては，（1）社会的ニー

ズの効果的な充足，（2）社会的価値の創造，

（3）隣接問題への波及の３つがあげられる。こ

のうち（3）の隣接問題への波及は，（2）の社会的

価値の創造の１つとして捉えられる。

（1）社会的ニーズの効果的な充足

今日，わが国を含むほとんどの先進諸国にお

いて，地球環境の保全，青少年の育成，高齢者

や障害者の福祉，難病の予防や治療，社会的格

差の是正等の社会的ニーズが急速に高まりつつ

ある。しかし，政府（国・地方自治体）や企業

が，これら社会的ニーズを充足するための能力

は限界に達しつつある。したがって，NPO，

政府，企業という３つの異なるセクターに属す

る参加者が，相互に協調しながら，上述の社会

的ニーズを効果的に充足しようとする協働は極

めて重要である。社会的ニーズを効果的に充足

することは，戦略的協働の達成すべき第１の重

要な成果である。

（2）社会的価値の創造

NPO，政府，企業が協働を形成し実行する

のは，単一セクターもしくは２つのセクターに

属する参加者のみによっては創造することが不

可能な社会的価値を創造するためでもある。新

たな社会的価値の創造は，戦略的協働が達成す

べき第２の成果である。

新たな社会的価値は，各セクターの参加者の

弱みを最小化する一方で，強みを最大化するこ

とによって創造される。３つの異なるセクター

に属する各参加者の強みを活かすことは，

（1）の社会的ニーズの効果的な充足にもつなが

る。

最終的に，広範かつ永続的な利得につながる

「相互利益の制度」（regime of mutual gain）

を創造することは，非常に価値がある。なお，

相互利益の制度とは，「各参加者の期待が一定

の範囲に収束するような原則・ルール・規範や

意思決定手続のセット」を指している68）。協働

が永続するためには，相互利益の制度が，各セ
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65）ibid., pp. 182-183.
66）ibid., pp. 179-180，pp. 204-205.
67）ibid., pp. 180-181.



クターの参加者の利己心と能力を社会的価値の

創造に有効に結び付ける必要がある69）。

（3）隣接問題への波及

特定の問題に関して協働の窓が開くことは，

他の類似の問題に関しても，協働の窓が開く可

能性を高める。このような相互に関連した出来

事を記述するためには，ハースが提示した「波

及」の概念が有効である70）。波及は，戦略的協

働が達成すべき第３の重要な成果である。

開いた特定の協働の窓を利用することは，し

ばしば，その協働に関する問題領域における将

来の意思決定の手引きとなる原則の確立を意味

する。前例は，特定の問題領域から，それに隣

接する他の問題領域へ波及していく71）。

ひとたび先例となる最終的裁定がなされたり，

諸解決策の選択による協働の決定・正当化が行

われたりすると，新しい原則が確立される。そ

の際，協働は以前の協働とは決して同じもので

はなくなる。その理由として次の２点があげら

れる。（1）それ以降の協働は，新しい原則にも

とづき決定・正当化され，実行されるからであ

る。（2）人々が新しい処理方法に慣れ，その新

しい方法を破棄することが難しくなるからであ

る。人々はこうした状況を「原則の確立」，「方

向性の変更」，「先例の確立」等と呼ぶ。しかし，

上記の２つの理由よりも，先例となる出来事の

もつ政治的側面の方がより重要である。ひとた

び先例が特定の問題領域で確立されると，その

先例が同じような問題領域で用いられ，類似の

変化が促進される72）。

７．概念図にもとづく説明

図５の「協働の窓モデル」の概念図は，説明

のための仮説例を示している。なお，この概念

図には，図が不明瞭になるのを避けるために，

①協働アクティビスト以外の参加者，②協働の

場，③協働の実現につながらない問題，解決策，

組織のやる気，活動は，いずれも描かれていな

い。以下，図５について簡単に説明を加える。

（1）問題の流れ，解決策の流れ，活動の流れ，

および組織のやる気の流れ

まず，１番上の問題の流れに関して説明する。

前史において，問題の流れの外にある協働の場

で生成した問題①が，問題の流れの中へ投げ込

まれ，形成期に開いた問題の窓①を通って，活

動の流れに入り，浮遊していた。

形成期の初めに問題の窓①，形成期の終わり

に問題の窓②，展開期に問題の窓③が，それぞ

れ開いた。これら３つの問題の窓が開いたこと

を契機に，新たな問題②，問題③，問題④が，

それぞれ問題の流れの中の協働の場で生成した。

これら３つの問題は，開いた問題の窓①，問題

の窓②，問題の窓③を通って，それぞれ活動の

流れの中に入り，浮遊していた。

次に，上から２番目の解決策の流れに関して

説明する。前史に解決策①，実現期の初めに解

決策②が，それぞれ解決策の流れの外にある協
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68）Bryson, Crosby & Stone（2006）, p. 51.
69）グレイは，①目標の達成，②ソーシャル・キャ
ピタルの生成，③共有された意味の創造，④増
大する相互作用，⑤パワー分布のシフト等の，
異なってはいるが補完関係にある協働のアウト
カムのリストを提示している。「社会的価値の創
造」は，主として①の目標の達成に該当する
［Gray（2000）］。
70）Hass（1968）, pp. 291-299. 政策の「波及」に関
する最近の議論については，Berry ＆ Berry
（1990, 1992, 1999）, Gray（1994）, Mintrom ＆
Vergari（1998）。
71）Kingdon（1995）, p. 190.

72）波及が生じる要因として，次の２点があげられ
る。第１の要因は，最初の協働プロジェクトに
成功した協働アクティビストを含む参加者たち
が，成功体験にもとづいて，はやるように次の
新たな問題に取りかかるからである。その際，
ある領域の問題が，隣接する領域において新た
に問題として認識・定義されるためには，２つ
が同じカテゴリーに属する問題として位置づけ
られる必要がある。速やかに行動することもま
た，重要である。最初の協働プロジェクトがひ
とたび実現されると，協働の新鮮味が減少する
からである。波及効果が生じる第２の要因は，
人々は先例にもとづいて議論するのが常だから
である［ibid., p. 194］。



働の場で生成した。これら解決策①と解決策②

は，それぞれ解決策の流れの中へ投げ込まれ，

浮遊していた。実現期の終わりに，解決策の窓

①が開いた。これを契機に，新たな解決策③が，

解決策の流れの中の協働の場で生成した。これ

ら解決策①，解決策②，解決策③の３つは，実

現期の終わりに開いた解決策の窓①を通って，

活動の流れの中に入り，浮遊していた。

さらに，１番下の組織のやる気の流れについ

て説明する。形成期に組織のやる気の窓①が開

いた。これを契機に，組織のやる気の流れの中

にある協働の場で，組織のやる気①が生成した。

この組織のやる気①は，開いた組織のやる気の

窓①を通って，活動の流れの中に入り，浮遊し

ていた。同様に，実現期の初めに組織のやる気

の窓②が開いた。これを契機に，組織のやる気

の流れの中の協働の場で，組織のやる気②が生

成した。この組織のやる気②は，開いた組織の

やる気の窓②を通って，活動の流れの中に入り，

浮遊していた。さらに展開期に，組織のやる気

の流れの外にある協働の場で，組織のやる気③

が生成した。しかし，この展開期には，組織の

やる気の窓が開いていないために，この組織の

やる気③は，そのまま組織のやる気の流れの中

で浮遊していた。

最後に，１番下から２番目の活動の流れに関

して説明する。前史に活動①，形成期に活動②，

実現期に活動③が，それぞれ活動の流れの中に

ある協働の場で生成した。実現期の終わりに

「協働」が「実現」された。この「実現された

協働」が展開期に実行されていた。

（2）合流と４つのパッケージの構成

前史（第１期），形成期（第２期），実現期

（第３期），展開期（第４期）の４つの期間にお

ける①協働の窓の開放，②窓の開放にともなう

４つの流れの合流，および③活動の流れの中に

存在するアジェンダ，諸解決策，活動状況，組

織のやる気状況の４つの結び付きについて，順

に説明する。

前史（第１期）には合流はみられなかった。

問題①が問題の流れの外から中へ，解決策①が

解決策の流れの外から中へ，それぞれ投げ込ま

れ，浮遊していた。活動①は，活動の流れの中

にある協働の場で生成し，浮遊していた。この

前史（第１期）には，協働の窓が開くことは一

切なかった。このため，問題の流れ，解決策の

流れ，活動の流れは合流することなく，それぞ

れ独自に流れていき，各流れの中の問題，解決

策，活動は，相互に全く結び付くことはなかっ

た。

形成期（第２期）には３回の合流がみられた。

このうち２回の合流は，問題の窓①と問題の窓

②が，それぞれ開いた結果，生じたものである。

もう１回の合流は，組織のやる気の窓①が開い

た結果，生じたものである。

上で説明した３回の合流のため，形成期（第

２期）の終わりの活動の流れの中には，アジェ

ンダ（問題①－③）73），組織のやる気①，活動

状況（活動①－②）74）は存在するが，解決策は

一切存在しない。したがって，形成期（第２期）

の終わりの活動の流れの中では，前史（第１期）

の場合と同様，アジェンダ，諸解決策，組織の

やる気状況，活動状況の４つのうち，２つない

し３つが部分的に相互に結び付くことはあって

も，１つのパッケージを構成するには至ってい

ない。

実現期（第３期）には２回の合流がみられた。

このうち最初の合流は，組織のやる気の窓②が

開いた結果生じたものである。この組織のやる

気の窓②が開いたことを契機に，組織のやる気

の流れの中の協働の場で，新たな組織のやる気

②が生成した。この生成した新たな組織のやる

気②は，実現期（第３期）の初めに開いた組織

のやる気の窓②を通って，活動の流れの中に入

り，浮遊していた。
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73）問題①－③は，「問題①＋問題②＋問題③」を指
している（以下同様）。

74）活動状況（活動①－②）は，「活動①＋活動②」
を指している（以下同様）。
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実現期（第３期）の２度目の合流は，解決策

の窓①が開いた結果，生じたものである。この

解決策の窓①が開いたことを契機に，解決策の

流れの中にある協働の場で，解決策③が生成し

た。この解決策③は，前史に生成した解決策①

と実現期の前半に投げ込まれた解決策②ととも

に，実現期（第３期）の終わりに開いた解決策

の窓①を通って，活動の流れの中に入り，浮遊

していた。

以上説明してきたように，実現期（第３期）

の終わりの活動の流れの中には，アジェンダ

（問題①－③），諸解決策（解決策①－③）75），

組織のやる気状況（組織のやる気①－②）76），

活動状況（活動①－③）が存在した。協働アクティ

ビストは，これら４つを相互に結び付け，１つ

のパッケージを構成した。その結果，特定のア

ジェンダと諸解決策が正式に決定・正当化され，

新たな特定の協働が実現した。

展開期（第４期）には１回の合流がみられた。

この合流は，問題の窓③が開いた結果生じたも

のである。問題の窓③が開いたことを契機に，

問題の流れの中にある協働の場で問題④が生成

した。この生成した問題④は，展開期（第４期）

に開いた問題の窓③を通って，活動の流れの中

に入り，浮遊していた。他方，組織のやる気の

流れの外にある協働の場で，組織のやる気③が

生成し，組織のやる気の流れの中に投げ込まれ，

浮遊している。

したがって，展開期（第４期）の終わりの活

動の流れの中には，問題④と「協働の実現」

（実現期に４つが相互に結び付いた結果生じた

活動）が浮遊していた。さらに，上述のように，

活動の流れとは独立の組織のやる気の流れの中

には，組織のやる気③が浮遊していた。この組

織のやる気③は，次の組織のやる気の窓が開き，

その開く窓を通って，活動の流れの中に入るの

を待っている。

形成期（第２期）のアジェンダ，諸解決策，

組織のやる気状況，活動状況の４つのうちの２

つないし３つの部分的結び付きや，実現期（第

３期）の４つ全部の完全な結び付きは，それぞ

れ協働の窓が開くことによって自然に生じた訳

ではない。いずれの結び付きも，４つの流れの

岸に立っている協働アクティビストによる能動

的な「結び付け」の行動が必要不可欠である。

この協働アクティビストは，１名の場合もある

が，概念図のように３名と，複数の場合が一般

的である。

８．協働の窓モデルの特徴

本稿で大幅に改訂された「協働の窓モデル」

（第２次モデル）の特徴に関して，（1）偶然性と

パターンと（2）他のモデルとの比較に分けて説

明を加える。

（1）偶然性とパターン

協働の窓の最も重要な特徴は，各概念が確率

変数であることである。「好機は増えたり減っ

たりする」，あるいは「起こりそうな出来事も

あれば，起こりそうにない出来事もある」点が

指摘される77）。

協働の窓モデルにおいては，偶然性に支配さ

れる①協働アクティビストの出現，②協働の窓

の開閉，③その結果生じる４つの流れの合流な

どが，最終的に協働の形成と実行に大きな影響

を及ぼすことが想定されている。協働のプロセ

スは，全てが予測可能な訳ではない。

とはいえ，協働の窓モデルによって解明され

るプロセスが，本質的に偶然であると結論付け

ることは誤りである。なぜならば，①問題，解

決策，組織のやる気，活動のそれぞれの生成，

②４つの流れの中のプロセス，③合流プロセス，

④協働システムに対する一般的制約には，明ら

かに一定の必然性に支配されるパターンが存在
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75）解決策①－③は，「解決策①＋解決策②＋解決策
③」を指している（以下同様）。
76）組織のやる気①－②は，｢組織のやる気①＋組織
のやる気②｣を指している（以下同様）。 77）Kingdon（1995）, pp. 206-208.



するからである78）。以下，それぞれについて説

明する。

４つの流れの中のプロセスは全くの偶然であ

るとはいえない。たとえば，全ての問題が等し

く，協働の窓が開くことを契機に，問題の流れ

の中の協働の場で生成したり，流れの外の協働

の場で生成し，流れの中に投げ込まれる訳では

ない。衝撃的出来事，インディケータ，フィー

ドバックによっても目立たない条件は，参加者

の注目を受けることは少ない。また全ての条件

が，問題として認識・定義される訳でもない。

重要な価値と衝突したり，適切に評価・分類さ

れる条件は，問題として認識・定義されるが，

そうでない条件は，問題として認識・定義され

ることは少ない。

解決策の窓が開くことを契機に，全ての解決

策が等しく，解決策の流れの中の協働の場で生

成したり，流れの外の協働の場で生成し，流れ

の中に投げ込まれる訳ではない。多様な解決策

に選択規準を適用すれば，特定のパターンをも

つ解決策だけが残ることになる。上述のように，

①技術的実行可能性，②解決策が生成・特定化

される協働の場の構成員の価値との整合性，③

許容できるコスト，④一般市民を含む参加者の

黙認の４つの規準を満たす解決策の存続可能性

は一般に高い。

やる気が高い組織が常に存在するわけではな

い。資源を有していないにもかかわらず，やる

気が高い組織が存在する一方で，資源を有して

おりながら，やる気が低い組織も存在する。

協働の窓の開放の結果生じる流れの合流に関

しても，生じやすい合流（結び付き，あるいは，

結び付け）もあれば，生じにくい合流もある。

全てのものが他のものと相互作用する訳ではな

い。特定の問題，解決策，組織のやる気，活動

が，それぞれの流れの中の協働の場で生成した

り，流れの外の協働の場で生成し，流れの中に

投げ込まれたりするタイミングは，４つの流れ

の合流に影響を与える。最終的には，有能な協

働アクティビストの出現が，合流の可能性を高

める。協働アクティビストが存在しない場合，

合流の可能性は極めて小さい79）。

（2）他のモデルとの比較

上で詳細に説明したように，協働の窓モデル

は，「偶然性とパターンを伴う現象」の理解を

大きく前進させることができるモデルである80）。

他の多くのモデルと比較した場合，協働の窓モ

デルの優れた点として次の３点があげられる81）。

第１は，協働の窓モデルが動態的モデルであ

る点である。すなわち，協働の窓モデルの場合，

問題，解決策，組織のやる気，活動の４つの独

立した流れは，それぞれ独自の法則や規準を持

ち，他の流れと同時に協働システムを貫流して

いき，３種類の協働の窓の各１回以上の開放，

そして，これら窓の開放にともなう「部分的合

流の繰り返し」が想定されている。一方，他の

ほとんどのモデルでは，出来事は段階の順序通

りにきちんと進行することが想定され，各段階

が個別に分析されている点で，静態的モデルで

ある82）。

第２は，協働の窓モデルが，現実の協働のほ

とんど全ての要素を考慮した，極めて包括的か

つ一般的なモデルである点である。他のモデル

は，現実の要素を含んでいるが，協働の一部を

記述しているのみで不完全である。たとえば，

「資源依存モデル」は，協働の形成に影響を及

ぼす要因の析出には成功している。しかし，協

働の形成と実行のプロセスを解明してはいない。

「取引コスト理論」は，協働の目的（効率性の
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78）Kingdon（1995）, pp. 206-208.

79）ibid., pp. 206-208.
80）複雑性のパターンに関する今日の理論構築のい
くつかの魅力的な展開は，ゴミ箱モデルの理論
化に匹敵する［ibid., p. 208］。たとえば．ゲイブ
リアル＆ゲンコは，多くの政治現象を時計では
なく雲として捉えるべきであるとし，機械の比
喩よりも流体の比喩を用いるべきであると主張
している［Gabriel & Genco（1977）］。

81）Kingdon（1995）, pp. 206-208.
82）ibid., pp. 205-206.



追求やコストの低減）と協働の成果については

言及しているが，「資源依存モデル」と同様に，

協働の形成と実行のプロセスをブラック・ボッ

クスのままにしている83）。

第 3は，協働の窓モデルが，市民社会の連続

的・増分的な変化，すなわち市民社会の「小さ

な変化」ではなく，多元的な社会的価値の創造

を目指した市民社会の「大きな変化」，すなわ

ち戦略的協働が生起するメカニズムの解明に挑

戦している点である84）。

他のモデル，たとえば，唱道連携モデルでは，

政策形成の変化，協働の変化，市民社会の変化

は，複数の参加者グループの「受動的な政策志

向的学習」によって生起することを想定してい

る。しかし，政策形成，協働，市民社会の「小

さな変化」ではなく，「大きな変化」は，複数

の参加者グループの受動的な政策志向的学習に

よっては生起しないであろう。むしろ，特定の

参加者ないし参加者グループの「主体的かつ能

動的な知識創造」によって生起すると考えるべ

きである85）。

表１は，ローバーの協働形成モデルと，本稿

で大幅に改定された協働の窓モデル（第２次モ

デル）を比較したものである。

まず，（1）の協働アクティビストの役割につ

いて比較する。協働形成モデルでは，協働アク

ティビスト（ローバーは「協働企業家」と呼ん

でいる）の役割として，①問題の重要性を認識

させる，②自らが得意とする解決策をおし進め

る，③組織のやる気を発揮させる，④問題，解

決策，組織のやる気，社会・政治・経済の４つ

を主体的に結び付けるという４つの役割が考慮

されている。

他方，協働の窓モデルでは，協働アクティビ

ストの役割として，①，②，③は，協働形成モ

デルの場合と同じである。しかし④の役割は，

協働形成モデルの場合とは異なり，問題のリス

トであるアジェンダ，解決策のリストである諸

解決策，組織のやる気のセットである組織のや

る気状況，活動のセットである活動状況の４つ

を主体的に結び付けることである。さらに，

⑤協働の場を主体的に設定する役割と，⑥協働

の実行をリードするという２つの役割が追加し

て考慮されている。

（2）の協働の場について比較する。協働形成

モデルでは，協働の窓は明示的に考慮されてい

ない。他方，協働の窓モデルでは，①問題が認

識・定義される場合，②解決策が生成・特定化

される場合，③組織のやる気が展開される場合，

④活動が展開される場合に，協働の場が有効で

あることが考慮されている。協働が形成・実行

されるためには，問題が認識・定義される場合

でも，解決策が生成・特定される場合でも，組

織のやる気が発揮される場合でも，さらに活動

が展開される場合でも，協働の場が必要である。

この協働の場は，協働アクティビストによって

新たに設定されることもあるし，既に存在して

いることもある。

（3）の流れの種類について比較する。協働形

成モデルでは，問題，解決策，組織のやる気，

社会・政治・経済の４つの独立した流れが考慮

されている。他方，協働の窓モデルでは，問題，

解決策，組織のやる気，活動の４つの独立した

流れが考慮されている。

（4）のストックについて比較する。協働形成

モデルでは，問題，解決策，組織のやる気，活

動のいずれに関しても，ストックは考慮されて

いない。他方，協働の窓モデルの場合，問題の

リストであるアジェンダに加え，解決策のリス

トである諸解決策，組織のやる気のストックで

ある組織のやる気状況，活動のストックである

活動状況の４つが考慮されている。このように

リストもしくはストックの４つの概念を考慮す
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83）Gray & Wood（1991）, pp. 7-10, pp. 16-17.
84）この点は，Ⅱ節で検討したローバーの協働形成
モデルにも，部分的に当てはまる。
85）唱道連携モデルに関しては， Sabatier（1988,
1993）, Sabatier & Jenkins-Smith（eds.）（1999）。
政策や市民社会の「劇的かつ大きな変化」に関
しては，Kingdon（1995）, pp. 226-227.



ることにより，協働の窓モデルでは，複数の期

間にわたる長期の協働を分析することが可能で

ある。

（5）の社会・政治・経済の考慮について比較

する。協働形成モデルでは，社会・政治・経済

は，問題とは独立のものとして別個に考慮され

ている。他方，協働の窓モデルのでは，社会・

政治・経済は，直接的には考慮されず，問題に

統合され考慮されている。

（6）の活動の展開（協働の実行）について比

較する。協働形成モデルでは，活動の展開は考

慮されていない。他方，協働の窓モデルでは，

活動の展開が考慮されている。

（7）の協働の窓の開放について比較する。上

述のように，協働形成モデルでは，「協働の窓

が開き，その結果として合流する」とするべき

説明を，「４つの流れが合流することで，協働

の窓が開く」としている（図２）。この協働形

成モデルにおける協働の窓の説明は不適切であ

る。考慮されている協働の窓は１種類しかなく，

それが１回開くだけである。他方，協働の窓モ

デルでは，問題の窓，解決策の窓，組織のやる

気の窓の３種類が考慮され，いずれの窓も１回

以上開くことが考慮されている。これらの３種

類の窓が開くことを契機に，問題，解決策，組

織のやる気が，各流れの中の協働の場で生成し，

それぞれ開いている窓を通って，活動の流れの

中に入り，浮遊する。このように，協働の窓モ

デルでは，少なくとも３回以上の窓の開放にと

もなう「部分的合流の繰り返し」が想定されて

いる。

（8）の協働プロセスの捉え方について比較す

る。われわれは，協働を知識創造として捉える

視点に立っている。協働形成モデルでは，協働

は必ずしも能動的とはいえない知識創造プロセ

スとして捉えられている。他方，協働の窓モデ

ルでは，上述のように，①協働アクティビスト

の６つの役割，②協働の場が有効な４つの場合，
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表１ 協働形成モデルと協働の窓モデルの比較

協働形成モデル 協働の窓モデル

（1）協働アクティビストの役割

①問題の重要性を認識させる，②得意とす

る解決策をおし進める，③組織のやる気を
発揮させる，④問題，解決策，組織のやる

気，社会・政治・経済の４つを結び付ける

という４つの役割を考慮している

①，②，③は協働形成モデルと同じ。④ア

ジェンダ，諸解決策，組織のやる気状況，
活動状況の４つを結び付ける，⑤協働の場

を主体的に設定する，⑥協働の実行をリー

ドするという６つの役割を考慮している

（2）協働の場が有効な場合 協働の場は，明示的には考慮せず

①問題を認識・定義する場合，②解決策を

生成・特定化する場合，③組織のやる気を
発揮する場合，④活動を展開する場合に有

効であることが考慮されている

（3）流れの種類

問題の流れ，解決策の流れ，組織のやる気

の流れ，社会・政治・経済の流れの４つを

考慮している

問題の流れ，解決策の流れ，組織のやる気
の流れ，活動の流れの４つを考慮している

（4）問題，解決策，組織のやる
気，活動の４つのストック

考慮せず
アジェンダ，諸解決策，組織のやる気状況，
活動状況を考慮している

（5）社会・政治・経済 問題とは別個に考慮している
直接的には考慮せず，問題に統合し間接的

に考慮している

（6）活動の展開（協働の実行） 考慮せず 考慮している

（7）協働の窓の開放
１種類の窓の１回のみの開放を考慮してい
る

問題の窓，解決策の窓，組織のやる気の窓

の３種類の窓の各１回以上の開放を考慮し

ている

（8）協働プロセスの捉え方
必ずしも能動的とはいえない知識創造プロ
セスとして捉えている

極めて能動的な知識創造プロセスとして捉
えている



③協働の４つのプロセス（４つの流れ）が全て

考慮されている。さらに，協働の窓モデルが依

拠している組織的知識創造モデルの共同化とは，

「気付くこと」，すなわち「対象の中に意味を見

出す」ことであり，ワイクの「意味形成」に対

応する概念である86）。このように協働の窓モデ

ルでは，協働は極めて能動的な知識創造プロセ

スとして捉えられている。

Ⅳ 協働の窓モデルにもとづく分析方法

１．９つの協働プロジェクトの選択理由

本研究で調査対象となった協働プロジェクト

は，全部で９つである。これら９つの協働プロ

ジェクトは，取り組んでいる課題によって次の

４つのカテゴリーに整理される。

第１のカテゴリーに属する協働は，

NPO／NGO向けの資金提供プロジェクトであ

る「北海道NPOバンク」と「ジャパン・プラッ

トフォーム（JPF）」の２つである。「北海道

NPO バンク」は，NPO を対象に融資を行う

NPO法人として全国で初めて設立された協働

プロジェクトである。「ジャパン・プラットフォー

ム（JPF）」は，自然災害や戦争等の緊急時に

NGOに対して資金・資材を提供する国際人道

支援の協働プロジェクトである。

第２のカテゴリーに属する協働は，地域の自

然を通した町づくりプロジェクトである「黒松

内ぶなの森自然学校」と「霧多布湿原トラスト」

の２つである。「黒松内ぶなの森自然学校」は，

世代を超えた多くの人々に環境の大切さを学ぶ

ための場を提供する協働プロジェクトである。

「霧多布湿原トラスト」は，国内３番目の広さ

をもつ北海道浜中町の霧多布湿原の保全活動を

展開している協働プロジェクトである。

第３のカテゴリーに属する協働は，国際的な

文化振興プロジェクトである「ツール・ド・北

海道」と「パシフィック・ミュージック・フェ

スティバル（PMF）」の２つである。「ツール・

ド・北海道」は，わが国最初の本格的な自転車

ステージロードレースを開催している協働プロ

ジェクトである。PMFは，若手音楽家の育成

を目的として，毎年夏に札幌で行われる国際教

育音楽祭を開催している協働プロジェクトであ

る。

第４のカテゴリーに属する協働は，地球規模

の環境プロジェクトである「グリーンフリーズ・

キャンペーン」，「人道目的の地雷除去支援の会

（JAHDS）」および「北海道グリーンファンド」

の３つである。「グリーンフリーズ・キャンペー

ン」は，わが国でノンフロン家庭用冷蔵庫の開

発・製品化を実現した協働プロジェクトである。

「人道目的の地雷除去支援の会（JAHDS）」は，

カンボジアやタイの地下に敷設された無数の地

雷の除去に精力的に取り組んだ協働プロジェク

トである。「北海道グリーンファンド」は，日

本で初めての市民出資による発電用風車を建設・

運用している協働プロジェクトである。

予備調査の段階で，以上の９つの協働はいず

れも，それぞれの課題領域において，新たな社

会的価値の創造に向けて，わが国で最初に挑戦

し，成功したプロジェクトであることが判明し

た。これら協働プロジェクトは，確かに異なる

課題に取り組んでいた。しかし同時に，「課題

の解決方法に共通する概念」が析出可能な協働

プロジェクトであることも示唆された。

２．事例研究の年代記分析

事例研究は，特定の現象が「なぜ」そして

「どのように」して生じるのかを問うための研

究方法である。その特徴は，単一あるいは複数

の事例を狭く深く考察することにある87）。
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86）Weick（1993）．

87）ダンカリは，組織論における事例研究について
次のように述べている。「多くの社会科学は歴史
分析を採用し，かなりの成功を収めてきた。組
織論でも，従来は事例研究が利用されてきた。
事実，過去 40 年間おける組織研究の重要な進歩
の多くは，事例研究から生じている。事例研究



NPO，政府，企業間の戦略的協働の事例研

究のデータは，本稿で大幅に改訂された「協働

の窓モデル」にもとづいて収集されると同時に，

分析・解釈される。収集されたデータは，時系

列分析の特殊形である「年代記分析」によって

解析される。

年代記分析においては，事例研究の事象が経

時的に追跡される。原因とその結果の連続は，

時間的に逆転することはあり得ない。このため，

事象を年代順に並べることによって，事象の因

果関係を経時的に確認することができる。年代

記分析は一般的な時系列分析とは異なり，多く

の異なるタイプの変数を扱う。したがって，１

つの独立変数や従属変数に限定されることはな

い88）。

たとえば，高宮は，アメリカ炭鉱労働組合の

組織と闘争性に関して，年代記分析を試みてい

る。その際，彼は次のように述べている。「こ

のアプローチ（年代記分析）は，研究者がその

事例に精通できるという単一事例研究がもつ利

点と，複数事例の比較によって理論構築のため

の幅広い基礎が得られるという利点の２つを併

せもっている。さらに，組織の経時的変化は，

少数の次元でのみ発生するので，相対的によく

コントロールされた比較が可能である」89）。

本研究では，協働プロジェクトの全期間を４

期に区分し，各期における多くの異なったタイ

プの変数，すなわち「協働プロジェクトにおけ

る参加者の行動とその相互関係」が分析される。

各協働プロジェクトに関して，年代記分析の

出発点となる年表が作成される。年表は，

NPO，政府，企業の参加者ごとに，行動を整

理したものである。したがって年表から，特定

の参加者が「いつ」そして「なに」をしていた

かを突き止めることができる。さらに，年表の

観察から，たとえば，（1）特定の時期に，ある

参加者が年表の各セルの中に示されているよう

な行動をしているのに対して，他の参加者が何

も行動していないのは「なぜ」か，（2）特定の

時期のある参加者の行動に対応して，他の参加

者がいかなる行動を開始したのか，などの新た

な疑問ないし課題が生じる90）。

次に，各期の年表にもとづいて，NPO，政

府，企業が展開した具体的な行動と相互関係を

年代順に詳細に記述する。

さらに，協働の窓モデルにもとづいて「各期

における参加者の行動とその相互関係」を詳細

に分析する。分析に際しては，説明をより明確

にするために協働の窓モデルの構成要素を次の

６つのグループに区分して行う。６つのグルー

プとは，（1）参加者と協働の場，（2）問題の流れ，

（3）解決策の流れ，（4）活動の流れ，（5）組織の

やる気の流れ，（6）４つのパッケージである。

最後に，第１期から第４期までの各期の分析

結果をもとに，協働プロジェクトの全４期間に

おける参加者の行動とその相互関係がいかに変

化したかを解明する。すなわち，以下の手続き

により，参加者の行動とその相互関係の変化の

パターンを年代記分析にもとづき析出する。

（1）各期の分析結果を整理・統合し，事例ご

とに表２を作成する。

（2）この統合した表２の各行と全行の観察に

もとづき，分析結果を命題として析出する。

（3）析出された諸命題を１つの表に要約する。
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は価値ある分析方法である。しかし近年，組織
論研究は，同時代の現象を記述・分析すること
に力点を置き，現在の特徴が過去の出来事から
いかに生じてきたかに関しては，ほとんど注意
を払っていない。この点は批判されるべきであ
る」［Dunkerley（1988）］。事例研究の分析方法
については，Yin ＆ Heald（1975）, Maanen
（1982）, Bryman （1988）, Yin （1994）, King
（1994）, McNabb（2002）, Pierce（2008）。
88） analysis of chronological events は，「年代
記分析」ないし「年代順配列分析」と訳される
［Yin（1994）, p. 116（訳書，p.185）］。
89）Takamiya（1978）, p. 10.（訳書，p. 14）． 90）年表の作成方法に関しては，草野（1997），p. 56。



Ⅴ 結び

われわれは，研究を開始するにあたって，戦

略的協働を解明するための理論的枠組として，

暫定的に「協働の窓モデル」（第１次モデル）

を提示した。この第１次モデルにもとづいて，

９つの戦略的協働の事例研究を試みた。分析の

結果，第１次モデルは一定の有効性を持つと同

時に，種々の課題も有していることが明らかに

なった。

そこで本稿では，第１次モデルの提示に際し

ては必ずしも十分でなかった，（1）戦略的協働

の定義，（2）戦略的協働の生成と存在理由の解

明，および（3）先行研究の検討を試みた。その

上で，第１次モデルを大幅に改定した「協働の

窓モデル」（第２次モデル）を提示するととも

に，「協働の窓モデル」にもとづく分析方法を

説明した。

本稿における以上の検討により，第１次モデ

ルを次のように改定することができた。

第１に，問題，解決策，組織のやる気，活動

の４つが生成し，これら４つが活動の流れの中

で浮遊するまでの経路を詳細に明らかにするこ

とができた。

第２に，アジェンダ，諸解決策，組織のやる

気状況，活動状況の４つが，１つのパッケージ

を構成し，それにともないアジェンダと諸解決

策が正式に決定・正当化され，最終的に協働が

実現する条件をより明確にすることができた。

第３に，第１次モデルの３期間の年代記分析

を，協働前史，協働形成期，協働実現期，協働

展開期の４期間の年代期分析に拡張することが

できた。

第４に，第１次モデルにおける協働の成果の

指標は「隣接問題への波及」のみであったのに

対し，第２次モデルの協働の成果の指標として，

「社会的ニーズの効果的な充足」と「社会的価

値の創造」の２つを追加することができた。

われわれは，今後，本稿で導出された第２次

モデルにもとづいて，暫定的に分析された９つ

の事例の再整理を試みるとともに，既に析出さ

れている戦略的協働に関する 20 の仮説命題の
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表２ 協働の窓モデルにもとづく年代記分析の結果

協働前史（第１期） 協働形成期（第２期） 協働実現期（第３期） 協働展開期（第４期）

協働アクティビスト

参加者

協働の場

問題の流れ

アジェンダ

問題

問題の窓

解決策の流れ

諸解決策

解決策

解決策の窓

活動の流れ
活動

活動状況

組織のやる気
の流れ

組織のやる気
の窓

組織のやる気

組織のやる気
状況

アジェンダ・諸解決策・組織
のやる気状況・活動状況の４
つの結び付き



改定を試みる予定である。
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